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議案第１号 

龍ケ崎市手話言語条例について 

龍ケ崎市手話言語条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇       

 

   龍ケ崎市手話言語条例 

言語は、人々がお互いの感情を理解し合い、知識を蓄え、文化を創造するために不可欠です。そして手話は、音声言語の日本語とは異なり、手

指や体の動き、表情を用いて視覚的に表現される独自の言語です。 

ろう者や手話と日本語を併用する聴覚に障がいのある方たちは、日常的なコミュニケーションを円滑に行い、互いの理解を深めるために、また、

知識の蓄積や文化の創造の手段として、長い間手話を大切に育んできました。 

龍ケ崎市は、手話が、ろう者が自立し、豊かな生活を送るために欠かせない重要なコミュニケーション手段であることを認識しています。さら

に、「障害者の権利に関する条約」において、言語とは音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいうこと、また、「障害者基本法」において、

手話を含む言語が障がい者の意思疎通のための手段であることが明記されています。 

一方で、手話がこれまで十分に言語として認識されず、その使用環境が整っていなかったために、ろう者は、多くの困難や不安を抱えながら生

活してきました。 

私たちは、手話の普及とその使用環境の整備を推進し、誰もが平等に情報を得る権利を保障するとともに、地域に暮らす人々が互いに支え合い、

尊重し合いながら共に生きる地域社会の実現を目指し、この条例を制定します。 

 (目的） 

第１条 この条例は、手話に対する理解の促進及び手話の普及並びに手話を使用しやすい環境の整備に関する基本理念を定め、市の責務並びに市

民及び事業者の役割を明らかにすることにより、地域に暮らす人々が、共にいきいきと安心して暮らすことができる共生社会の実現に寄与する

ことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 市民 次に掲げる者をいう。 

  ア 市内に居住する個人 

  イ 市内に通勤し、又は通学する個人 

 (2) 事業者 次に掲げるものをいう。 
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  ア 市内に事業所を有し、事業活動を行う個人又は法人その他の団体 

  イ 市内で公益活動を行う個人又は法人その他の団体 

 (３) ろう者 手話を第一言語とし、手話を用いて日常生活及び社会生活を営む聴覚に障がいのある者をいう。 

 (4) 手話通訳者等 手話通訳者その他手話に関わる者（ろう者を除く。）をいう。 

（基本理念） 

第３条 手話に対する理解の促進及び手話の普及並びに手話を使用しやすい環境の整備は、手話が一つの言語であるという認識に基づき行われな

ければならない。 

２ ろう者には手話を通じて意思表示をし、及びコミュニケーションを行う権利があり、その権利は尊重されなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、手話に対する理解の促進及び手話の普及に努めるとともに、ろう者が

自立して社会生活に参加できるよう、手話を使用しやすい環境を整備し、必要な施策を講ずるものとする。 

（市民等の役割） 

第５条 市民、ろう者及び手話通訳者等は、基本理念に対する理解を深めるとともに、市が推進する施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念に対する理解を深めるとともに、ろう者が利用しやすいサービスの提供及びろう者が働きやすい環境の整備に努める

ものとする。 

（施策の策定及び推進） 

第７条 市は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項の規定により策定する障がい者のための施策に関する基本的な計画にお

いて、次の事項を定め、これを推進するものとする。 

 (1) 手話及びろう者に対する理解の促進並びに手話の普及に関する事項 

 (２) 手話による情報の取得及びコミュニケーションの支援に関する事項 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（学校等における普及の促進） 

第８条 市は、学校等において、幼児、児童、生徒等が手話を体験し、学習する機会を提供するよう努めるものとする。 

（緊急時及び災害時の対応） 

第９条 市は、緊急時及び災害時において、ろう者の安全確保のため、手話による情報の取得及びコミュニケーションの支援に必要な措置を講ず

るものとする。 

（県等との連携及び協力） 
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第10条 市は、手話に対する理解の促進及び手話の普及のため、ろう者が手話を使用しやすい環境の整備について、県及び他の地方公共団体等と

連携及び協力をして推進するよう努めるものとする。 

（財政措置） 

第11条 市は、第４条に規定する施策を実施するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２号 

龍ケ崎市職員の給与に関する条例及び龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市職員の給与に関する条例及び龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市職員の給与に関する条例及び龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 

（龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 龍ケ崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） 

第20条    省  略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて

得た額に、基準日以前６ケ月以内の期間における職員の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

 (1)   

 ～      省  略 

 (4)   

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の７１．

２５」とする。 

４   

 ～      省  略 

６ 

（勤勉手当） 

（期末手当） 

第20条    省  略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．５を乗じて

得た額に、基準日以前６ケ月以内の期間における職員の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

 (1)   

 ～      省  略 

 (4)   

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の６８．

７５」とする。 

４   

 ～      省  略 

６ 

（勤勉手当） 
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第21条    省  略  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、各

任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に

掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超

えてはならない。 

 (1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退

職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。

次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を加算した額に１００分の１０

７．５を乗じて得た額の総額 

 (2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該職員の勤

勉手当基礎額に１００分の５１．２５を乗じて得た額の総額 

３   

 ～      省  略 

５  

別表第２（第５条関係） 

 行政職給料表 

職員の

区分 

   
職務 

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 
給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

  

1 

円 円 円 円 円 円 円 

183,500 230,000 261,300 287,300 309,800 335,000 373,400 

2 184,600 231,500 262,300 288,900 311,500 336,900 376,000 

3 185,800 233,000 263,300 290,400 313,200 338,700 378,300 

4 186,900 234,500 264,300 291,900 314,700 340,500 380,500 

第21条    省  略  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、各

任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に

掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超

えてはならない。 

 (1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退

職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。

次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を加算した額に１００分の１０

２．５を乗じて得た額の総額 

 (2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該職員の勤

勉手当基礎額に１００分の４８．７５を乗じて得た額の総額 

３   

 ～      省  略 

５  

別表第２（第５条関係） 

  行政職給料表 

職員の

区分 

   
職務 

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 
給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

  

1 

円 円 円 円 円 円 円 

162,100 208,000 240,900 271,600 295,400 323,100 365,500 

2 163,200 209,700 242,400 273,200 297,500 325,300 368,100 

3 164,400 211,400 243,800 274,700 299,500 327,500 370,500 

4 165,500 212,900 245,200 276,300 301,400 329,500 372,900 
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5 188,000 236,000 265,300 293,400 316,100 342,200 382,400 

6 189,700 237,500 266,300 294,900 317,400 343,900 384,700 

7 191,300 239,000 267,300 296,300 318,700 345,500 386,800 

8 192,900 240,500 268,300 297,600 320,000 347,200 388,800 

9 194,500 242,000 269,300 298,800 321,300 348,800 390,800 

10 196,200 243,400 270,300 300,300 323,100 350,500 393,100 

11 197,800 244,800 271,300 301,800 324,900 352,100 395,300 

12 199,400 246,200 272,300 303,200 326,600 353,700 397,500 

13 201,000 247,400 273,300 304,600 328,300 355,200 399,700 

14 202,700 248,600 274,300 305,700 330,000 356,900 402,000 

15 204,400 249,800 275,300 306,700 331,700 358,500 404,200 

16 206,100 251,000 276,400 307,900 333,400 360,100 406,500 

17 207,400 252,100 277,400 309,100 335,000 361,700 408,300 

18 209,000 253,200 278,700 310,700 336,700 363,500 410,200 

19 210,600 254,300 280,000 312,300 338,400 365,000 412,100 

20 212,100 255,400 281,200 313,900 340,000 366,600 413,900 

 

21 213,600 256,400 282,500 315,400 341,500 368,000 415,700 

22 215,200 257,400 283,800 317,000 343,100 369,600 417,500 

23 216,800 258,400 285,000 318,600 344,700 371,200 419,300 

24 218,400 259,400 286,200 320,200 346,200 372,700 421,100 

25 220,000 260,400 287,300 321,700 347,600 374,600 422,700 

26 221,700 261,300 288,500 323,400 349,300 376,500 424,200 

27 223,000 262,200 289,800 325,000 350,900 378,400 425,700 

28 224,300 263,100 291,100 326,600 352,500 380,200 427,200 

29 225,600 263,900 292,400 328,000 353,700 381,700 428,700 

5 166,600 214,400 246,400 277,800 303,200 331,500 374,800 

6 167,700 216,200 248,000 279,500 305,000 333,500 377,300 

7 168,800 217,900 249,500 281,300 306,600 335,400 379,600 

8 169,900 219,600 250,900 283,100 308,200 337,300 382,100 

9 170,900 221,100 252,000 284,800 309,800 339,200 384,500 

10 172,300 222,600 253,400 286,700 312,000 341,200 387,100 

11 173,600 224,100 254,900 288,500 314,200 343,200 389,700 

12 174,900 225,600 256,200 290,300 316,200 345,200 392,300 

13 176,100 226,800 257,500 292,100 318,200 347,000 394,600 

14 177,600 228,200 258,700 293,700 320,200 349,000 396,900 

15 179,100 229,600 259,900 295,100 322,100 350,900 399,100 

16 180,700 231,000 261,100 296,500 324,000 352,800 401,400 

17 181,800 232,400 262,300 298,000 325,900 354,500 403,200 

18 183,200 234,000 263,600 300,000 327,900 356,500 405,100 

19 184,600 235,500 264,900 302,000 329,800 358,300 407,000 

20 186,000 236,900 266,200 303,800 331,700 360,200 408,800 

 

21 187,300 238,100 267,600 305,500 333,400 362,100 410,600 

22 189,600 239,700 269,100 307,400 335,400 364,000 412,400 

23 191,800 241,200 270,700 309,300 337,400 365,900 414,200 

24 194,000 242,600 272,200 311,100 339,300 367,800 416,000 

25 196,200 243,600 273,800 312,800 340,700 369,700 417,600 

26 197,900 245,100 275,500 314,800 342,600 371,600 419,100 

27 199,400 246,400 277,100 316,800 344,500 373,500 420,600 

28 200,900 247,600 278,700 318,700 346,400 375,400 422,100 

29 202,400 248,700 280,300 320,400 348,000 376,900 423,600 
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30 226,700 264,700 293,400 329,700 355,200 383,500 430,000 

31 227,800 265,500 294,400 331,400 356,700 385,200 431,300 

32 228,900 266,300 295,500 333,000 358,200 386,800 432,500 

33 230,000 267,000 296,600 334,200 359,900 388,500 433,700 

34 231,100 267,800 297,800 336,100 361,700 389,900 435,000 

35 232,200 268,600 298,900 337,800 363,400 391,300 436,300 

36 233,300 269,300 300,100 339,400 365,100 392,700 437,500 

37 234,400 270,000 301,300 340,900 366,500 394,100 438,700 

38 235,400 270,800 302,600 342,500 367,800 395,300 439,500 

39 236,400 271,600 303,900 344,100 369,000 396,500 440,300 

40 237,300 272,300 305,200 345,700 370,400 397,500 441,100 

41 238,200 273,000 306,500 347,400 371,500 398,600 441,700 

42 239,100 273,800 307,800 349,200 372,400 399,800 442,300 

43 239,900 274,600 309,100 351,000 373,400 400,900 442,900 

44 240,700 275,300 310,400 352,800 374,500 402,000 443,500 

45 241,400 276,000 311,700 354,300 375,300 402,700 444,200 

46 242,000 276,700 313,000 355,700 376,200 403,400 445,000 

47 242,600 277,400 314,300 357,100 377,100 404,100 445,400 

48 243,200 278,100 315,400 358,500 377,900 404,800 446,100 

49 243,800 278,800 316,300 360,000 378,700 405,400 446,600 

50 244,400 279,500 317,600 360,800 379,500 406,000 447,000 

51 245,000 280,200 318,900 361,800 380,300 406,500 447,400 

52 245,500 280,900 320,200 362,800 381,000 406,900 447,800 

53 246,000 281,500 321,400 363,700 381,700 407,300 448,200 

54 246,400 282,200 322,700 364,800 382,400 407,500 448,600 

30 203,800 249,700 281,800 322,400 349,900 378,700 424,900 

31 205,200 250,600 283,300 324,400 351,700 380,500 426,200 

32 206,600 251,500 284,800 326,400 353,500 382,100 427,400 

33 208,000 252,400 285,900 327,600 355,300 383,800 428,600 

34 209,300 253,300 287,500 329,600 357,100 385,200 429,900 

35 210,600 254,100 289,000 331,500 358,800 386,600 431,200 

36 211,900 254,900 290,500 333,500 360,500 388,000 432,400 

37 213,200 255,600 291,900 335,400 361,900 389,400 433,600 

38 214,400 256,700 293,500 337,300 363,200 390,600 434,400 

39 215,600 257,900 295,100 339,200 364,500 391,800 435,200 

40 216,700 259,000 296,700 341,100 365,900 392,800 436,000 

41 217,800 260,200 298,200 342,900 367,000 393,900 436,600 

42 218,900 261,400 299,800 344,800 367,900 395,100 437,300 

43 219,900 262,500 301,300 346,600 368,900 396,200 438,000 

44 220,900 263,600 302,800 348,400 370,000 397,300 438,700 

45 221,800 264,700 304,400 349,900 370,800 398,000 439,500 

46 222,700 265,800 306,000 351,300 371,700 398,700 440,300 

47 223,600 266,900 307,600 352,700 372,600 399,400 440,700 

48 224,500 267,900 309,100 354,200 373,400 400,100 441,400 

49 225,400 268,900 310,000 355,700 374,200 400,700 441,900 

50 226,300 269,900 311,500 356,500 375,000 401,300 442,300 

51 227,200 270,900 313,000 357,500 375,800 401,800 442,700 

52 228,100 271,800 314,600 358,500 376,500 402,200 443,100 

53 228,900 272,700 316,200 359,400 377,200 402,600 443,500 

54 229,800 273,600 317,800 360,500 377,900 402,900 443,900 
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55 246,700 282,800 323,900 365,700 383,100 407,800 449,000 

56 247,000 283,500 325,100 366,700 383,800 408,100 449,300 

57 247,300 284,100 326,400 367,600 384,300 408,400 449,600 

58 247,600 284,800 327,500 368,300 384,900 408,700 450,000 

59 247,900 285,400 328,600 369,000 385,500 409,000 450,300 

60 248,200 286,100 329,700 369,600 386,200 409,300 450,600 

61 248,500 286,700 330,400 370,000 386,600 409,500 450,900 

62 248,800 287,400 331,300 370,600 387,200 409,800  

63 249,100 288,000 332,000 371,300 387,800 410,100  

64 249,400 288,500 332,800 372,000 388,300 410,400  

65 249,700 289,000 333,600 372,300 388,700 410,600  

66 250,000 289,600 334,000 373,000 389,300 410,900  

67 250,300 290,100 334,600 373,700 389,900 411,200  

68 250,600 290,700 335,300 374,300 390,400 411,500  

69 250,900 291,200 336,100 374,600 390,800 411,700  

70 251,200 291,700 336,800 375,100 391,300 412,000  

71 251,500 292,300 337,500 375,700 391,800 412,300  

72 251,800 292,900 338,100 376,300 392,400 412,500  

73 252,100 293,400 338,600 376,600 392,700 412,700  

74 252,400 293,900 339,200 377,200 393,100 413,000  

75 252,700 294,300 339,700 377,900 393,500 413,300  

76 253,000 294,600 340,300 378,500 393,900 413,500  

77 253,300 294,800 340,600 378,900 394,200 413,700  

78 253,600 295,100 341,100 379,400 394,500 414,000  

79 253,900 295,300 341,500 380,000 394,800 414,300  

55 230,700 274,500 319,300 361,400 378,600 403,200 444,300 

56 231,500 275,400 320,800 362,400 379,300 403,500 444,600 

57 231,800 276,300 322,200 363,300 379,800 403,800 444,900 

58 232,600 277,200 323,400 364,000 380,400 404,100 445,300 

59 233,300 278,100 324,500 364,700 381,000 404,400 445,600 

60 233,900 279,000 325,600 365,300 381,700 404,700 445,900 

61 234,500 280,000 326,300 365,700 382,100 405,000 446,200 

62 235,200 281,000 327,200 366,300 382,800 405,300  

63 235,800 281,900 328,000 367,000 383,400 405,600  

64 236,300 282,800 328,800 367,700 384,000 405,900  

65 236,800 283,300 329,600 368,000 384,400 406,200  

66 237,300 284,000 330,000 368,700 385,000 406,500  

67 237,800 284,700 330,600 369,400 385,600 406,800  

68 238,400 285,600 331,300 370,000 386,200 407,100  

69 238,900 286,600 332,100 370,300 386,600 407,300  

70 239,400 287,400 332,800 370,900 387,100 407,600  

71 239,900 288,200 333,500 371,600 387,600 407,900  

72 240,400 289,000 334,100 372,200 388,200 408,100  

73 240,900 289,700 334,600 372,500 388,500 408,300  

74 241,400 290,200 335,200 373,100 388,900 408,600  

75 241,800 290,600 335,700 373,800 389,300 408,900  

76 242,300 291,000 336,300 374,400 389,700 409,100  

77 242,800 291,200 336,600 374,800 390,000 409,300  

78 243,300 291,500 337,100 375,300 390,300 409,600  

79 243,800 291,700 337,500 375,900 390,600 409,900  
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80 254,200 295,600 341,900 380,500 395,000 414,500  

81 254,500 295,800 342,300 381,000 395,200 414,700  

82 254,800 296,000 342,800 381,600 395,500 415,000  

83 255,100 296,300 343,300 382,100 395,800 415,300  

84 255,400 296,500 343,800 382,400 396,000 415,500  

85 255,700 296,800 344,100 382,800 396,200 415,700  

86 256,000 297,100 344,500 383,300 396,500   

87 256,300 297,400 344,900 383,700 396,800   

88 256,600 297,700 345,300 384,100 397,000   

89 256,900 298,000 345,600 384,500 397,200   

90 257,200 298,300 346,000 385,000 397,500   

91 257,500 298,600 346,400 385,400 397,800   

92 257,800 299,000 346,800 385,800 398,000   

93 258,100 299,200 347,000 386,100 398,200   

94  299,400 347,400 386,100    

95  299,700 347,800 386,100    

96  300,100 348,200 386,100    

97  300,300 348,400 386,100    

98  300,600 348,800 386,100    

99  301,000 349,200 386,100    

100  301,400 349,500 386,100    

101  301,600 349,800 386,100    

102  301,900 350,200     

103  302,200 350,600     

104  302,500 351,000     

80 244,300 292,000 337,900 376,400 390,800 410,100  

81 244,700 292,200 338,300 376,900 391,000 410,300  

82 245,200 292,400 338,800 377,500 391,300 410,600  

83 245,600 292,700 339,300 378,000 391,600 410,900  

84 246,000 292,900 339,800 378,300 391,800 411,100  

85 246,400 293,200 340,100 378,700 392,000 411,300  

86 246,800 293,500 340,500 379,200 392,300   

87 247,200 293,800 341,000 379,600 392,600   

88 247,600 294,100 341,400 380,000 392,800   

89 248,000 294,400 341,700 380,400 393,000   

90 248,500 294,800 342,100 380,900 393,300   

91 248,800 295,100 342,600 381,300 393,600   

92 249,100 295,500 343,000 381,700 393,800   

93 249,400 295,700 343,200 382,000 394,000   

94  295,900 343,600 382,500    

95  296,200 344,100 382,900    

96  296,600 344,500 383,300    

97  296,800 344,700 383,600    

98  297,100 345,100 384,100    

99  297,500 345,500 384,500    

100  297,900 345,800 384,900    

101  298,100 346,100 385,200    

102  298,400 346,500     

103  298,800 346,900     

104  299,100 347,300     
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備考     省  略  

105   302,700 351,500         

106   303,000 351,900         

107   303,300 352,300         

108   303,600 352,700         

109   303,800 353,200         

110   304,200 353,600         

111   304,600 353,900         

112   304,900 354,200         

113   305,100 354,700         

114   305,300           

115   305,600           

116   306,000           

117   306,200           

118   306,400           

119   306,700           

120   307,000           

121   307,400           

122   307,600           

123   307,900           

124   308,200           

125   308,500           

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

  円   円   円   円   円   円   円 

 192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 

 備考     省  略 

105   299,300 347,800         

106   299,600 348,200         

107   300,000 348,600         

108   300,300 349,000         

109   300,500 349,500         

110   300,900 349,900         

111   301,300 350,200         

112   301,600 350,500         

113   301,800 351,000         

114   302,000           

115   302,300           

116   302,700           

117   302,900           

118   303,100           

119   303,400           

120   303,700           

121   304,100           

122   304,300           

123   304,600           

124   304,900           

125   305,200           

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

基準給 

料月額 

  円   円   円   円   円   円   円 

 188,700 216,200 256,200 275,600 290,700 316,200 358,000 
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（龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年龍ケ崎市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（給与に関する特例） 

第７条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以

下この条及び第９条において「特定任期付職員」という。）には、次

の給料表を適用する。 

号給 給料月額 

 円 

１ ３９２，０００ 

２ ４４０，０００ 

３ ４９２，０００ 

４ ５５５，０００ 

５ ６３４，０００ 

２      省  略 

（給与条例の適用除外等） 

第９条    省  略 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条第１項、第１８条の２第

１項、第２０条第２項及び同条第５項の規定の適用については、給与

条例第２条第１項中「この条例」とあるのは「この条例及び龍ケ崎市

一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年龍ケ崎市条

例第３５号。以下「任期付職員条例」という。）第７条の規定」と、

給与条例第１８条の２第１項中「以下この条において」とあるのは

「任期付職員条例第７条第１項の給料表の適用を受ける職員を含

む。以下この条において」と、給与条例第２０条第２項中「１００分 

（給与に関する特例） 

第７条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以

下この条及び第９条において「特定任期付職員」という。）には、次

の給料表を適用する。 

号給 給料月額 

 円 

１ ３８０，０００ 

２ ４２７，０００ 

３ ４７７，０００ 

４ ５３９，０００ 

５ ６１５，０００ 

２      省  略 

（給与条例の適用除外等） 

第９条    省  略 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条第１項、第１８条の２第

１項、第２０条第２項及び同条第５項の規定の適用については、給与

条例第２条第１項中「この条例」とあるのは「この条例及び龍ケ崎市

一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年龍ケ崎市条

例第３５号。以下「任期付職員条例」という。）第７条の規定」と、

給与条例第１８条の２第１項中「以下この条において」とあるのは

「任期付職員条例第７条第１項の給料表の適用を受ける職員を含

む。以下この条において」と、給与条例第２０条第２項中「１００分 
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 の１２７．５」とあるのは「１００分の１７２．５」と、同条第５項

中「もの」とあるのは「もの及び任期付職員条例第７条第１項の給料

表の適用を受ける職員」とする。 

の１２２．５」とあるのは「１００分の１６７．５」と、同条第５項

中「もの」とあるのは「もの及び任期付職員条例第７条第１項の給料

表の適用を受ける職員」とする。 

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の龍ケ崎市職員の給与に関する条例（以下「改正後の給与条例」という。）別表第２の規定は令和６年４月１日から、

改正後の給与条例第２０条第２項及び第３項並びに第２１条第２項の規定は令和６年１２月１日から適用する。 

３ 第２条の規定による改正後の龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（以下「改正後の任期付職員条例」という。）第７条第１項の

規定は令和６年４月１日から、改正後の任期付職員条例第９条第２項の規定は令和６年１２月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

４ 改正後の給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の龍ケ崎市職員の給与に関する条例又は 

第２条の規定による改正前の龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、それぞれ改正後の給与条例

又は改正後の任期付職員条例の規定による給与の内払とみなす。 
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議案第３号 

龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） 

第４条 期末手当の額は、給与条例第２０条第２項、第４項及び第５項

の規定を準用して算出された額とする。この場合において、同条第２

項中「１００分の１２７．５」とあるのは、「１００分の１７２．５」

とし、同条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の

級が市規則で定める級以上であるもの」とあるのは「市規則で定める

職員」と、「職員の職の職制上の段階、職務の級等を考慮して市規則で

定める職員の区分に応じて」とあるのは「職務等に応じて」と読み替

えるものとする。 

（期末手当） 

第４条 期末手当の額は、給与条例第２０条第２項、第４項及び第５項

の規定を準用して算出された額とする。この場合において、同条第２

項中「１００分の１２２．５」とあるのは、「１００分の１６７．５」

とし、同条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の

級が市規則で定める級以上であるもの」とあるのは「市規則で定める

職員」と、「職員の職の職制上の段階、職務の級等を考慮して市規則で

定める職員の区分に応じて」とあるのは「職務等に応じて」と読み替

えるものとする。 

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の

条例」という。）の規定は、令和６年１２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

２ 改正後の条例の規定を適用する場合には、この条例による改正前の龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の規定に基

づいて支給された期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 
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議案第４号 

龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年龍ケ崎市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） 

第９条 龍ケ崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第

１３４号。以下「給与条例」という。）第５条、第６条及び第９条から

第１２条の２までの規定は、特定任期付職員には、適用しない。 

 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条第１項、第１８条の２第１

項、第２０条第２項、同条第５項及び第２１条第２項第１号の規定の

適用については、給与条例第２条第１項中「この条例」とあるのは「こ

の条例及び龍ケ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成

２３年龍ケ崎市条例第３５号。以下「任期付職員条例」という。）第７

条の規定」と、給与条例第１８条の２第１項中「以下この条において」

とあるのは「任期付職員条例第７条第１項の給料表の適用を受ける職

員を含む。以下この条において」と、給与条例第２０条第２項中「１

００分の１２５」とあるのは「１００分の９５」と、同条第５項中「も

の」とあるのは「もの及び任期付職員条例第７条第１項の給料表の適

用を受ける職員」と、給与条例第２１条第２項第１号中「１００分の

１０５」とあるのは「１００分の８７．５」とする。 

（給与条例の適用除外等） 

第９条 龍ケ崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第

１３４号。以下「給与条例」という。）第５条、第６条、第９条から第

１２条の２まで及び第２１条の規定は、特定任期付職員には、適用し

ない。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条第１項、第１８条の２第１

項、第２０条第２項及び同条第５項の規定の適用については、給与条

例第２条第１項中「この条例」とあるのは「この条例及び龍ケ崎市一

般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年龍ケ崎市条例第

３５号。以下「任期付職員条例」という。）第７条の規定」と、給与条

例第１８条の２第１項中「以下この条において」とあるのは「任期付

職員条例第７条第１項の給料表の適用を受ける職員を含む。以下この

条において」と、給与条例第２０条第２項中「１００分の１２７．５」

とあるのは「１００分の１７２．５」と、同条第５項中「もの」とあ

るのは「もの及び任期付職員条例第７条第１項の給料表の適用を受け

る職員」とする。 

付 則 
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 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５号 

龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（初任給、昇格、昇給等の基準） 

第６条 

 ～     省  略 

４ 

５ 前項の規定により職員（次項に掲げる職員を除く。以下この項にお

いて同じ。）を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数

は、前項に規定する期間の全てを良好な成績で勤務した職員の昇給の

号給数を４号給とすることを標準として市規則で定める基準に従い決

定するものとする。 

 

 

 

６ 

 ～     省  略 

９ 

（扶養手当） 

第11条   省  略 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げるもので他に生計の途がなく主とし 

（初任給、昇格、昇給等の基準） 

第６条 

 ～     省  略 

４ 

５ 前項の規定により職員（次項に掲げる職員を除く。以下この項にお

いて同じ。）を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数

は、同項に規定する期間の全てを良好な成績で勤務した職員の昇給の

号給数を４号給（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が

７級であるもの及び同表以外の給料表の適用を受ける職員でその職務

の級がこれに相当するものとして市規則で定める職員にあっては、３

号給）とすることを標準として市規則で定める基準に従い決定するも

のとする。 

６ 

 ～     省  略 

９ 

（扶養手当） 

第11条   省  略 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げるもので他に生計の途がなく主とし 
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てその職員の扶養を受けているものをいう。 

 

 

 (１) 

 (２) 

 (３)    省  略 

 (４) 

 (５) 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（次項において

「扶養親族たる子」という。）については１人につき１３,０００円、

前項第２号から第５号までのいずれかに該当する扶養親族については

１人につき６，５００円とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の４月１日か

ら満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子がい

る場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、５,００

０円に当該期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項

の規定による額に加算した額とする。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の

改定その他扶養手当の支給に関し必要な事項は、市規則で定める。 

第12条 削除 

 

てその職員の扶養を受けているものをいう。 

 (１) 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含む。以下同じ。） 

 (２) 

 (３) 

 (４)    省  略 

 (５) 

 (６) 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号から第６号までのいずれ

かに該当する扶養親族については１人につき６,５００円、同項第２号

に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１

人につき１０,０００円とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の４月１日か

ら満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間（以下「特定

期間」という。）にある子がいる場合における扶養手当の月額は、前項

の規定にかかわらず、５,０００円に特定期間にある当該扶養親族たる

子の数を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額とする。 

 

 

第12条 新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各

号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その職員は直ち

にその旨を任命権者に届け出なければならない。 

 (１) 新たに扶養親族としての要件を具備するに至った者がある場合 

 (２) 扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族た

る子又は前条第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、

満２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経過により、扶養親

族たる要件を欠くに至った場合を除く。） 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合に 
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（住居手当） 

第12条の２ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支給す

る。 

 (１)    省  略 

おいてはその者が職員となった日、職員に扶養親族で前項の規定によ

る届出に係るものがない場合においてその職員に同項第１号に掲げる

事実が生じたときはその事実が生じた日の属する月の翌月（これらの

日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、扶養手

当を受けている職員が離職し、又は死亡した場合においてはそれぞれ

その者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を受けている職員の扶養

親族で前項の規定による届出に係るものの全てが扶養親族たる要件を

欠くに至った場合においては、その事実が生じた日の属する月（これ

らの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもって

終わる。ただし、扶養手当の支給の開始については、前項の規定によ

る届出が、これに係る事実の生じた日から１５日を経過した後にされ

たときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初

日であるときは、その属する月）から行うものとする。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合におい

ては、その事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であ

るときは、その日の属する月）からその支給額を改定する。前項ただ

し書の規定は、第１号に掲げる事実が生じた場合における扶養手当の

支給額の改定について準用する。 

 (１) 扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生

じた場合 

 (２) 扶養手当を受けている職員の扶養親族で第１項の規定による届出

に係るものの一部が扶養親族たる要件を欠くに至った場合 

 (３) 職員の扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るもののう

ち特定期間にある子でなかった者が特定期間にある子となった場合 

（住居手当） 

第12条の２ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支給す

る。 

 (１)    省  略 
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 (２) 第１２条の９第１項又は第３項の規定により単身赴任手当を支給

される職員で、配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。同条において同じ。）が居住するための住宅（市

が設置する公舎その他市規則で定める住宅を除く。）を借り受け、月

額１６,０００円を超える家賃を支払っているもの又はこれらのも

のとの権衡上必要があると認められるものとして市規則で定めるも

の 

２     省  略 

３     省  略 

（通勤手当） 

第12条の３ 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。 

 (１) 通勤（職員が勤務のため、当該職員の住所と在勤庁との間を往復

することをいう。以下本条において同じ。）のため交通機関又は有料

道路（以下この項から第３項までにおいて「交通機関等」という。）

を利用して、その運賃又は料金（以下この項及び次項において「運

賃等」という。）を負担することを常例とする職員（交通機関等を利

用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であ

って交通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合

の通勤距離（職員の住居から在勤庁までに至る経路のうち一般に利

用し得る最短の経路の長さによるものとする。以下本項において同

じ。）が片道２キロメートル未満であるもの及び第３号に掲げる職員

を除く。） 

 (２)    省  略 

 (３)    省  略 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

 (１) 前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、市規則で定める

ところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃 

 (２) 第１２条の９第１項又は第３項の規定により単身赴任手当を支給

される職員で、配偶者が居住するための住宅（市が設置する公舎そ

の他市規則で定める住宅を除く。）を借り受け、月額１６,０００円

を超える家賃を支払っているもの又はこれらのものとの権衡上必要

があると認められるものとして市規則で定めるもの 

 

 

２     省  略 

３     省  略 

（通勤手当） 

第12条の３ 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。 

 (１) 通勤（職員が勤務のため、当該職員の住所と在勤庁との間を往復

することをいう。以下本条において同じ。）のため交通機関又は有料

道路（以下この項及び次項において「交通機関等」という。）を利用

して、その運賃又は料金（以下この項及び次項において「運賃等」

という。）を負担することを常例とする職員（交通機関等を利用しな

ければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であって交

通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤

距離（職員の住居から在勤庁までに至る経路のうち一般に利用し得

る最短の経路の長さによるものとする。以下本項において同じ。）が

片道２キロメートル未満であるもの及び第３号に掲げる職員を除

く。） 

 (２)    省  略 

 (３)    省  略 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

 (１) 前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、市規則で定める

ところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃 
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  等の額に相当する額（次項において「運賃等相当額」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２)    省  略 

 (３) 前項第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車

等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、

交通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して市

規則で定める区分に応じ、前２号に定める額、第１号に定める額又

は前号に定める額 

 

 

 

３ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関

等が２以上ある場合においては、その合計額）及び前項第２号に定め

る額の合計額が１５０，０００円を超える職員の通勤手当の額は、同

項の規定にかかわらず、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のう

ち最も長い支給単位期間につき、１５０，０００円に当該支給単位期

間の月数を乗じて得た額とする。 

４ 

５     省  略 

６ 

  等の額に相当する額（以下この号において「運賃等相当額」という。）。

ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下

この号及び第３号において「１ケ月当たりの運賃等相当額」という。）

が５５,０００円を超えるときは、支給単位期間につき、５５,００

０円に支給単位期間の月数を乗じて得た額（当該職員が２以上の交

通機関等を利用するものとして当該運賃等の額を算出する場合にお

いて、１ケ月当たりの運賃等相当額の合計額が５５,０００円を超え

るときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い

支給単位期間につき、５５,０００円に当該支給単位期間の月数を乗

じて得た額） 

 (２)    省  略 

 (３) 前項第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車

等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、

交通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して市

規則で定める区分に応じ、前２号に定める額（１ケ月当たりの運賃

等相当額及び前号に定める額の合計額が５５,０００円を超えると

きは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

単位期間につき、５５,０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて

得た額）、第１号に定める額又は前号に定める額 

 

 

 

 

 

 

３ 

４     省  略 

５ 
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７     省  略 

（単身赴任手当） 

第12条の９ 省  略 

２     省  略 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となったことに伴い、住居を移転

し、父母の疾病その他の市規則で定めるやむを得ない事情により、同

居していた配偶者と別居することとなった職員で、当該適用の直前の

住居から当該適用の直後に在勤する公署に通勤することが通勤距離等

を考慮して市規則で定める基準に照らして困難であると認められるも

ののうち、単身で生活することを常況とする職員その他第１項の規定

による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認めら

れるものとして市規則で定める職員には、前２項の規定に準じて、単

身赴任手当を支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４     省  略 

（管理職員特別勤務手当） 

第18条の２ 管理監督職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責任の

度が高い職員として市規則で定める職員（以下この条において「特定 

６     省  略 

（単身赴任手当） 

第12条の９ 省  略 

２     省  略 

３ 次に掲げる者から引き続き給料表の適用を受ける職員となり、これ

に伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の市規則で定めるやむを得

ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった職員で、

当該適用の直前の住居から当該適用の直後に在勤する公署に通勤する

ことが通勤距離等を考慮して市規則で定める基準に照らして困難であ

ると認められるもののうち、単身で生活することを常況とする職員（任

用の事情等を考慮して市規則で定める職員に限る。）その他第１項の規

定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認め

られるものとして市規則で定める職員には、前２項の規定に準じて、

単身赴任手当を支給する。 

 (１) 国又は他の地方公共団体の一般職に属する職員 

 (２) 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第５５条に規

定する一般地方独立行政法人、地方住宅供給公社法（昭和４０年法

律第１２４号）に規定する地方住宅供給公社、地方道路公社法（昭

和４５年法律第８２号）に規定する地方道路公社、公有地の拡大の

推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）に規定する土地開発

公社、国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第７条

の２第１項に規定する公庫等その他その業務が市の事務又は事業と

密接な関連を有する法人のうち市規則で定めるものに使用される者

（役員及び非常勤の者を除く。） 

４     省  略 

（管理職員特別勤務手当） 

第18条の２ 管理監督職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責任の

度が高い職員として市規則で定める職員（以下この条において「特定 
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管理職員」という。）が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要

により勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規定に基づく

週休日又は祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等（次項にお

いて「週休日等」という。）に勤務をした場合は、当該職員には、管理

職員特別勤務手当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、特定管理職員が災害への対処その他の

臨時又は緊急の必要により午後１０時から翌日の午前５時までの間

（週休日等に含まれる時間を除く。）であって正規の勤務時間以外の時

間に勤務をした場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給

する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

 (１)     省  略 

 (２) 前項に規定する場合 同項の勤務１回につき、５,０００円を超え

ない範囲内において市規則で定める額（同項の勤務に従事する時間

等を考慮して市規則で定める勤務にあっては、当該勤務の区分に応

じ、それぞれの額に市規則で定める割合を乗じて得た額） 

４     省  略 

（特定の職員についての適用除外） 

第19条   省  略 

２ 第６条第２項から第９項まで及び第１１条の規定は、定年前再任用

短時間勤務職員には適用しない。 

（期末手当） 

第20条   省  略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５を乗じて得た

額に、基準日以前６ケ月以内の期間における職員の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 

管理職員」という。）が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要

により勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規定に基づく

週休日又は祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等（次項にお

いて「週休日等」という。）に勤務した場合は、当該職員には、管理職

員特別勤務手当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、特定管理職員が災害への対処その他の

臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前０時から午前５時

までの間であって正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該

職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

 (１)     省  略 

 (２) 前項に規定する場合 同項の勤務１回につき、５,０００円を超え

ない範囲内において市規則で定める額 

 

 

４     省  略 

（特定の職員についての適用除外） 

第19条   省  略 

２ 第６条第２項から第９項まで及び第１１条から第１２条の２までの

規定は、定年前再任用短時間勤務職員には適用しない。 

（期末手当） 

第20条   省  略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて

得た額に、基準日以前６ケ月以内の期間における職員の在職期間の次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額と

する。 
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 (1)   

 ～     省  略 

 (4)   

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の７０」とす

る。 

４ 

 ～     省  略 

６ 

（勤勉手当） 

第21条   省  略  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、各

任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲

げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えて

はならない。 

 (1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当該

職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額を加算した額に１００分の１０５を乗じ

て得た額の総額 

 (2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に１００分の５０を乗じて得た額の総額 

３ 

 ～     省  略 

５ 

（管理職手当等の支払方法） 

 (1)   

 ～     省  略 

 (4)   

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の７１．

２５」とする。 

４ 

 ～     省  略 

６ 

（勤勉手当） 

第21条   省  略  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、各

任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲

げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えて

はならない。 

 (1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当該

職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額を加算した額に１００分の１０７．５を

乗じて得た額の総額 

 (2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に１００分の５１．２５を乗じて得た額の総額 

３ 

 ～     省  略 

５ 

（管理職手当等の支払方法） 
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第22条 管理職手当、地域手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当、宿日直手当、期末手当及び勤勉手当の支給方法に関し、必

要な事項は、市規則で定める。 

別表第２（第５条関係） 

 行政職給料表 
 

職員の

区分 

   
職務 

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 
給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

  

1 

円 円 円 円 円 円 円 

省  略 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 

2   266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 

3   267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 

4   268,300 303,200 326,600 360,100 413,900 

5   269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 

6   270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 

7   271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 

 8   272,300 307,900 333,400 366,600 421,100 

 9   273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 

 10   274,300 310,700 336,700 369,600 424,200 

 11   275,300 312,300 338,400 371,200 425,700 

 12   276,400 313,900 340,000 372,700 427,200 

 13   277,400 315,400 341,500 374,600 428,700 

 14   278,700 317,000 343,100 376,500 430,000 

 15   280,000 318,600 344,700 378,400 431,300 

 16   281,200 320,200 346,200 380,200 432,500 

 17   282,500 321,700 347,600 381,700 433,700 

第22条 管理職手当、扶養手当、地域手当、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当及び勤勉手当の支給方法

に関し、必要な事項は、市規則で定める。 

別表第２（第５条関係） 

 行政職給料表 
 

職員の

区分 

   
職務 

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 
給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

給料 

月額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

  

1 

円 円 円 円 円 円 円 

省  略 261,300 287,300 309,800 335,000 373,400 

2   262,300 288,900 311,500 336,900 376,000 

3   263,300 290,400 313,200 338,700 378,300 

4   264,300 291,900 314,700 340,500 380,500 

5   265,300 293,400 316,100 342,200 382,400 

6   266,300 294,900 317,400 343,900 384,700 

7   267,300 296,300 318,700 345,500 386,800 

 8   268,300 297,600 320,000 347,200 388,800 

 9   269,300 298,800 321,300 348,800 390,800 

 10   270,300 300,300 323,100 350,500 393,100 

 11   271,300 301,800 324,900 352,100 395,300 

 12   272,300 303,200 326,600 353,700 397,500 

 13   273,300 304,600 328,300 355,200 399,700 

 14   274,300 305,700 330,000 356,900 402,000 

 15   275,300 306,700 331,700 358,500 404,200 

 16   276,400 307,900 333,400 360,100 406,500 

 17   277,400 309,100 335,000 361,700 408,300 
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 18   283,800 323,400 349,300 383,500 435,000 

 19   285,000 325,000 350,900 385,200 436,300 

 20   286,200 326,600 352,500 386,800 437,500 

 

21   287,300 328,000 353,700 388,500 438,700 

22   288,500 329,700 355,200 389,900 439,500 

23   289,800 331,400 356,700 391,300 440,300 

24   291,100 333,000 358,200 392,700 441,100 

25   292,400 334,200 359,900 394,100 441,700 

26   293,400 336,100 361,700 395,300 442,300 

27   294,400 337,800 363,400 396,500 442,900 

28   295,500 339,400 365,100 397,500 443,500 

29   296,600 340,900 366,500 398,600 444,200 

30   297,800 342,500 367,800 399,800 445,000 

31   298,900 344,100 369,000 400,900 445,400 

32   300,100 345,700 370,400 402,000 446,100 

 33   301,300 347,400 371,500 402,700 446,600 

 34   302,600 349,200 372,400 403,400 447,000 

 35   303,900 351,000 373,400 404,100 447,400 

 36   305,200 352,800 374,500 404,800 447,800 

 37   306,500 354,300 375,300 405,400 448,200 

 38   307,800 355,700 376,200 406,000 448,600 

 39   309,100 357,100 377,100 406,500 449,000 

 40   310,400 358,500 377,900 406,900 449,300 

 41   311,700 360,000 378,700 407,300 449,600 

 42   313,000 360,800 379,500 407,500 450,000 

 

 18   278,700 310,700 336,700 363,500 410,200 

 19   280,000 312,300 338,400 365,000 412,100 

 20   281,200 313,900 340,000 366,600 413,900 

 

21   282,500 315,400 341,500 368,000 415,700 

22   283,800 317,000 343,100 369,600 417,500 

23   285,000 318,600 344,700 371,200 419,300 

24   286,200 320,200 346,200 372,700 421,100 

25   287,300 321,700 347,600 374,600 422,700 

26   288,500 323,400 349,300 376,500 424,200 

27   289,800 325,000 350,900 378,400 425,700 

28   291,100 326,600 352,500 380,200 427,200 

29   292,400 328,000 353,700 381,700 428,700 

30   293,400 329,700 355,200 383,500 430,000 

31   294,400 331,400 356,700 385,200 431,300 

32   295,500 333,000 358,200 386,800 432,500 

 33   296,600 334,200 359,900 388,500 433,700 

 34   297,800 336,100 361,700 389,900 435,000 

 35   298,900 337,800 363,400 391,300 436,300 

 36   300,100 339,400 365,100 392,700 437,500 

 37   301,300 340,900 366,500 394,100 438,700 

 38   302,600 342,500 367,800 395,300 439,500 

 39   303,900 344,100 369,000 396,500 440,300 

 40   305,200 345,700 370,400 397,500 441,100 

 41   306,500 347,400 371,500 398,600 441,700 

 42   307,800 349,200 372,400 399,800 442,300 
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 43   314,300 361,800 380,300 407,800 450,300 

 44   315,400 362,800 381,000 408,100 450,600 

 

45   316,300 363,700 381,700 408,400 450,900 

46   317,600 364,800 382,400 408,700  

47   318,900 365,700 383,100 409,000  

48   320,200 366,700 383,800 409,300  

49   321,400 367,600 384,300 409,500  

50   322,700 368,300 384,900 409,800  

51   323,900 369,000 385,500 410,100  

52   325,100 369,600 386,200 410,400  

53   326,400 370,000 386,600 410,600  

54   327,500 370,600 387,200 410,900  

55   328,600 371,300 387,800 411,200  

56   329,700 372,000 388,300 411,500  

57   330,400 372,300 388,700 411,700  

 58   331,300 373,000 389,300 412,000  

 59   332,000 373,700 389,900 412,300  

 60   332,800 374,300 390,400 412,500  

 61   333,600 374,600 390,800 412,700  

 62   334,000 375,100 391,300 413,000  

 63   334,600 375,700 391,800 413,300  

 64   335,300 376,300 392,400 413,500  

 65   336,100 376,600 392,700 413,700  

 66   336,800 377,200 393,100 414,000  

 67   337,500 377,900 393,500 414,300  

 

 43   309,100 351,000 373,400 400,900 442,900 

 44   310,400 352,800 374,500 402,000 443,500 

 

45   311,700 354,300 375,300 402,700 444,200 

46   313,000 355,700 376,200 403,400 445,000 

47   314,300 357,100 377,100 404,100 445,400 

48   315,400 358,500 377,900 404,800 446,100 

49   316,300 360,000 378,700 405,400 446,600 

50   317,600 360,800 379,500 406,000 447,000 

51   318,900 361,800 380,300 406,500 447,400 

52   320,200 362,800 381,000 406,900 447,800 

53   321,400 363,700 381,700 407,300 448,200 

54   322,700 364,800 382,400 407,500 448,600 

55   323,900 365,700 383,100 407,800 449,000 

56   325,100 366,700 383,800 408,100 449,300 

57   326,400 367,600 384,300 408,400 449,600 

 58   327,500 368,300 384,900 408,700 450,000 

 59   328,600 369,000 385,500 409,000 450,300 

 60   329,700 369,600 386,200 409,300 450,600 

 61   330,400 370,000 386,600 409,500 450,900 

 62   331,300 370,600 387,200 409,800  

 63   332,000 371,300 387,800 410,100  

 64   332,800 372,000 388,300 410,400  

 65   333,600 372,300 388,700 410,600  

 66   334,000 373,000 389,300 410,900  

 67   334,600 373,700 389,900 411,200  
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 68   338,100 378,500 393,900 414,500  

 69   338,600 378,900 394,200 414,700  

 

70   339,200 379,400 394,500 415,000  

71   339,700 380,000 394,800 415,300  

72   340,300 380,500 395,000 415,500  

73   340,600 381,000 395,200 415,700  

74   341,100 381,600 395,500   

75   341,500 382,100 395,800   

76   341,900 382,400 396,000   

77   342,300 382,800 396,200   

78   342,800 383,300 396,500   

79   343,300 383,700 396,800   

80   343,800 384,100 397,000   

81   344,100 384,500 397,200   

82   344,500 385,000 397,500   

 83   344,900 385,400 397,800   

 84   345,300 385,800 398,000   

 85   345,600 386,100 398,200   

 86   346,000     

 87   346,400     

 88   346,800     

 89   347,000     

 90   347,400     

 91   347,800     

 92   348,200     

 

 68   335,300 374,300 390,400 411,500  

 69   336,100 374,600 390,800 411,700  

 

70   336,800 375,100 391,300 412,000  

71   337,500 375,700 391,800 412,300  

72   338,100 376,300 392,400 412,500  

73   338,600 376,600 392,700 412,700  

74   339,200 377,200 393,100 413,000  

75   339,700 377,900 393,500 413,300  

76   340,300 378,500 393,900 413,500  

77   340,600 378,900 394,200 413,700  

78   341,100 379,400 394,500 414,000  

79   341,500 380,000 394,800 414,300  

80   341,900 380,500 395,000 414,500  

81   342,300 381,000 395,200 414,700  

82   342,800 381,600 395,500 415,000  

 83   343,300 382,100 395,800 415,300  

 84   343,800 382,400 396,000 415,500  

 85   344,100 382,800 396,200 415,700  

 86   344,500 383,300 396,500   

 87   344,900 383,700 396,800   

 88   345,300 384,100 397,000   

 89   345,600 384,500 397,200   

 90   346,000 385,000 397,500   

 91   346,400 385,400 397,800   

 92   346,800 385,800 398,000   
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 93   348,400     

 94   348,800     

 

95   349,200     

96   349,500     

97   349,800     

98   350,200     

99   350,600     

100   351,000     

101   351,500     

102   351,900     

103   352,300     

104   352,700     

105   353,200         

106   353,600         

107   353,900         

 108   354,200         

 109   354,700         

 110            

 111            

 112            

 113            

         

      省  略 

         

         

          省  略 

         

 

 93   347,000 386,100 398,200   

 94   347,400 386,100    

 

95   347,800 386,100    

96   348,200 386,100    

97   348,400 386,100    

98   348,800 386,100    

99   349,200 386,100    

100   349,500 386,100    

101   349,800 386,100    

102   350,200     

103   350,600     

104   351,000     

105   351,500         

106   351,900         

107   352,300         

 108   352,700         

 109   353,200         

 110   353,600         

 111   353,900         

 112   354,200         

 113   354,700         

         

      省  略 

         

         

          省  略 
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備考     省  略  備考     省  略  

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （号給の切替え） 

２ 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において龍ケ崎市職員の給与に関する条例別表第２の給料表の適用を受けていた職員であ

って同日においてその者が属していた職務の級が付則別表に掲げられている職務の級であったものの切替日における号給（次項及び同表において

「新号給」という。）は、切替日の前日においてその者が属していた職務の級及び同日においてその者が受けていた号給（同表において「旧号給」

という。）に応じて同表に定める号給とする。 

 （切替日前の異動者の号給の調整） 

３ 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び市長の定めるこれに準ずるものをした職員の新号給については、その者が切替日において当

該異動又は当該準ずるものをしたものとした場合との権衝上必要と認められる限度において、市長の定めるところにより、必要な調整を行うこと

ができる。 

（令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

４ 切替日から令和８年３月３１日までの間におけるこの条例の規定による改正後の龍ケ崎市職員の給与に関する条例（次項において「改正後の条

例」という。）第１１条の規定の適用については、同条第２項中「(５) 重度心身障がい者」とあるのは 

 「 

 (５) 重度心身障がい者 

 (６) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） 

                                     」 

と、同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円」と、「とする」とあるのは「、前項第６号に該当する扶養親族については３，

０００円とする」とする。 

 （単身赴任手当に関する経過措置） 

５ 改正後の条例第１２条の９第３項の規定は、切替日前に新たに給料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。 

 （その他の経過措置の規則への委任） 

６ 付則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、市規則で定める。 

（地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

７ 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年龍ケ崎市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

   付 則 

（龍ケ崎市職員の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一

部改正に伴う経過措置） 

第３条 暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を除く。）に対す

る第３条の規定による改正後の龍ケ崎市職員の公益的法人等への職

員の派遣等に関する条例第２条第２項の規定の適用については、同

項第１号中「任期を定めて任用される職員」とあるのは、「任期を定

めて任用される職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年

法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を同

法附則第９条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

又は第５条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員を除

く。）」とする。 

（龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第５条 

 ～     省  略 

６ 

７ 龍ケ崎市職員の給与に関する条例第６条第２項、第４項、第５項及

び第７項から第９項まで並びに第１１条並びに新給与条例第６条第

３項及び第６項の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

 

８     省  略 

   付 則 

（龍ケ崎市職員の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一

部改正に伴う経過措置） 

第３条 暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を除く。）に対す

る第３条の規定による改正後の龍ケ崎市職員の公益的法人等への職

員の派遣等に関する条例第２条第２項の規定の適用については、同

項第１号中「任期を定めて任用される職員」とあるのは、「任期を定

めて任用される職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年

法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を同

法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

又は第５条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員を除

く。）」とする。 

（龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第５条 

 ～     省  略 

６ 

７ 龍ケ崎市職員の給与に関する条例第６条第２項、第４項、第５項及

び第７項から第９項まで並びに第１１条から第１２条の２まで並び

に新給与条例第６条第３項及び第６項の規定は、暫定再任用職員に

は適用しない。 

８     省  略 

付則別表 号給の切替表（付則第２項関係） 

行政職給料表の適用を受ける職員の新号給 

旧号給 
職務の級 

３級 ４級 ５級 ６級 ７級 
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１ １ １ １ １ １ 

２ １ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ １ 

５ １ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ １ 

７ ３ １ １ １ １ 

８ ４ １ １ １ １ 

９ ５ １ １ １ １ 

10 ６ ２ ２ １ １ 

11 ７ ３ ３ １ １ 

12 ８ ４ ４ １ １ 

13 ９ ５ ５ １ １ 

14 10 ６ ６ ２ １ 

15 11 ７ ７ ３ １ 

16 12 ８ ８ ４ １ 

17 13 ９ ９ ５ １ 

18 14 10 10 ６ ２ 

19 15 11 11 ７ ３ 

20 16 12 12 ８ ４ 

21 17 13 13 ９ ５ 

22 18 14 14 10 ６ 

23 19 15 15 11 ７ 

24 20 16 16 12 ８ 

25 21 17 17 13 ９ 

26 22 18 18 14 10 

27 23 19 19 15 11 

28 24 20 20 16 12 

29 25 21 21 17 13 

30 26 22 22 18 14 
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31 27 23 23 19 15 

32 28 24 24 20 16 

33 29 25 25 21 17 

34 30 26 26 22 18 

35 31 27 27 23 19 

36 32 28 28 24 20 

37 33 29 29 25 21 

38 34 30 30 26 22 

39 35 31 31 27 23 

40 36 32 32 28 24 

41 37 33 33 29 25 

42 38 34 34 30 26 

43 39 35 35 31 27 

44 40 36 36 32 28 

45 41 37 37 33 29 

46 42 38 38 34 30 

47 43 39 39 35 31 

48 44 40 40 36 32 

49 45 41 41 37 33 

50 46 42 42 38 34 

51 47 43 43 39 35 

52 48 44 44 40 36 

53 49 45 45 41 37 

54 50 46 46 42 38 

55 51 47 47 43 39 

56 52 48 48 44 40 

57 53 49 49 45 41 

58 54 50 50 46 42 

59 55 51 51 47 43 

60 56 52 52 48 44 
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61 57 53 53 49 45 

62 58 54 54 50  

63 59 55 55 51  

64 60 56 56 52  

65 61 57 57 53  

66 62 58 58 54  

67 63 59 59 55  

68 64 60 60 56  

69 65 61 61 57  

70 66 62 62 58  

71 67 63 63 59  

72 68 64 64 60  

73 69 65 65 61  

74 70 66 66 62  

75 71 67 67 63  

76 72 68 68 64  

77 73 69 69 65  

78 74 70 70 66  

79 75 71 71 67  

80 76 72 72 68  

81 77 73 73 69  

82 78 74 74 70  

83 79 75 75 71  

84 80 76 76 72  

85 81 77 77 73  

86 82 78 78   

87 83 79 79   

88 84 80 80   

89 85 81 81   

90 86 82 82   
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91 87 83 83   

92 88 84 84   

93 89 85 85   

94 90 85    

95 91 85    

96 92 85    

97 93 85    

98 94 85    

99 95 85    

100 96 85    

101 97 85    

102 98     

103 99     

104 100     

105 101     

106 102     

107 103     

108 104     

109 105     

110 106     

111 107     

112 108     

113 109     
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議案第６号 

龍ケ崎市職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市職員の旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

第１条   省  略 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 (１) 任命権者 地方公務員法第６条に掲げる者をいう。 

 (２) 旅行命令権者 任命権者及び任命権者の定めるところにより当該

職員に対し旅行命令の専決権を有する者をいう。 

 (３) 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及び国家公務員等の

旅費支給規程（昭和２５年大蔵省令第４５号。以下「支給規程」と

いう。）第２条に規定する附属の島の存する領域をいう。次号及び第 

目次 

第１章 総則（第１条―第１１条） 

第２章 内国旅行の旅費（第１２条―第２３条） 

第３章 外国旅行の旅費（第２３条の２―第２３条の１１） 

第４章 雑則（第２４条―第２６条） 

付則 

第１章 総則 

第１条    省  略 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 (１) 任命権者 地方公務員法第６条に掲げる者 

 (２) 旅行命令権者 任命権者及び任命権者の定めるところにより当該

職員に対し旅行命令の専決権を有する者 

 (３) 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及び国家公務員等の

旅費支給規程（昭和２５年大蔵省令第４５号）第１条に規定する附

属の島の存する領域をいう。以下同じ。）における旅行をいう。 
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１４条において同じ。）における旅行をいう。 

 (４)    省  略 

 (５) 出張 職員が公務のため一時その在勤庁（旅行命令権者が認める

場合には、その住所、居所その他旅行命令権者が認める場所）を離

れて旅行することをいう。 

 (６) 遺族 職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟

姉妹並びに職員の死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をい

う。 

 (７) 旅行役務提供者 旅行業者（旅行業法（昭和２７年法律第２３９

号）第６条の４第１項に規定する旅行業者をいう。）その他の市規

則で定める者（以下この号において「旅行業者等」という。）であ

って、市と旅行役務提供契約（旅行業者等が市に対して旅行に係る

役務その他の市規則で定めるものを旅行者に提供することを約し、

かつ、市が当該旅行業者等に対して当該旅行に係る旅費に相当する

金額を支払うことを約する契約をいう。次条第８項において同じ。）

を締結したものをいう。 

（旅費の支給） 

第３条 

～      省  略 

５ 

６ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支給を受けることがで

きる者が、次条第３項の規定により旅行命令等の変更（取消しを含む。

同項及び同条第４項並びに第５条において同じ。）を受け、又は死亡し

た場合その他市規則で定める場合には、当該旅行のため既に支出した

金額のうちその者の損失となる金額又は支出を要する金額で市規則で

定めるものを旅費として支給することができる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受け 

 

 (４)     省  略 

 (５) 出張 職員が公務のため一時その在勤庁を離れて旅行することを

いう。 

 

 (６) 遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに

職員の死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旅費の支給） 

第３条 

～      省  略 

５ 

６ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支給を受けることがで

きる者が、その出発前に旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行命令等」

という。）を変更（取消を含む。以下同じ。）され又は死亡した場合に

おいて、当該旅行のため既に支出した金額があるときは、当該金額の

うちその者の損失となった金額で市規則で定めるものを旅費として支

給することができる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受け 
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ることができる者が、旅行中天災その他市規則で定める事情により概

算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場合には、概算払を受け

ることができた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を喪失した場

合には、その喪失した旅費額の範囲内で市規則で定める金額を旅費と

して支給することができる。 

８ 第１項、第２項及び第４項から第６項までに規定する場合において、

市が旅行役務提供契約に基づき旅行役務提供者に支払うべき金額があ

るときは、これらの項に規定する者に対する旅費の支給に代えて、当

該旅行役務提供者に対し、当該金額を旅費に相当するものとして支払

うことができる。 

（旅行命令等） 

第４条 旅行は、旅行命令権者の発する旅行命令又は旅行依頼（以下こ

の条及び次条において「旅行命令等」という。）によって行われなけれ

ばならない。 

２      省  略 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等の変更をする必要があると

認める場合で、前項の規定に該当する場合には、自ら又は次条第１項

若しくは第２項の規定による旅行者の申請に基づき、その変更をする

ことができる。 

４ 旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はその変更をするには、旅

行命令簿又は旅行依頼簿（以下この条において「旅行命令簿等」とい

う。）に市規則で定める事項の記載又は記録をし、当該事項を当該旅行

者に提示し、又は通知して行わなければならない。ただし、旅行命令

簿等に当該事項の記載又は記録をするいとまがない場合には、この限

りでない。 

 

 

５ 前項ただし書の規定により旅行命令簿等に記載又は記録をしなかっ 

ることができる者が、旅行中交通機関等の事故により、概算払を受け

た旅費額（概算払を受けなかった場合には、概算払を受けることがで

きた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を喪失した場合には、そ

の喪失した旅費額の範囲内で市規則で定める金額を旅費として支給す

ることができる。 

 

 

 

 

 

（旅行命令等） 

第４条 旅行は、任命権者若しくは旅行命令権者の発する旅行命令又は

旅行依頼（以下「旅行命令等」という。）によって行われなければなら

ない。 

２      省  略 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等を変更する必要があると認

める場合には、自ら又は次条第１項若しくは第２項の規定による旅行

者の申請に基づき、これを変更することができる。 

 

４ 旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれを変更するには、旅

行命令簿又は旅行依頼簿（以下「旅行命令簿等」という。）に当該旅行

に関し必要な事項を記載し、これを当該旅行者に提示して行わなけれ

ばならない。ただし、これを提示するいとまがない場合には、口頭に

より旅行命令等を発し、又はこれを変更することができる。この場合

において、旅行命令権者は、できるだけ速やかに、旅行命令簿等に当

該旅行に関し必要な事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなけれ

ばならない。 

５ 旅行命令簿等の記載事項及び様式は、市規則で定める。 
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た場合には、できるだけ速やかに旅行命令簿等に同項に定める事項の

記載又は記録をしなければならない。 

（旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情によ

り旅行命令等（前条第３項の規定により変更を受けた旅行命令等を含

む。以下この条において同じ。）に従って旅行することができない場合

には、あらかじめ旅行命令権者に旅行命令等の変更の申請をしなけれ

ばならない。 

２      省  略 

３      省  略 

（旅費の計算等） 

第６条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして次項に

定める旅費の種目及び第８条から第１６条までに定める当該旅費の種

目の内容に基づき、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した

場合によって計算する。ただし、公務上の必要又は天災その他やむを

得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法により旅行し難い

場合には、その現によった経路及び方法によって計算する。 

２ 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、

包括宿泊費、宿泊手当、渡航雑費及び死亡手当とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情によ

り旅行命令等（前条第３項の規定により変更された旅行命令等を含む。

以下本条において同じ。）に従って旅行することができない場合には、

あらかじめ旅行命令権者に旅行命令等の変更の申請をしなければなら

ない。 

２      省  略 

３      省  略 

（旅費の種類） 

 

 

 

 

 

 

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料、

食事料、旅行雑費及び死亡手当とする。 

２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給す

る。 

３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。 

４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ旅客運賃により支給する。 

５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行について、路程に応じ

１キロメートル当たりの定額又は実費額により支給する。 

６ 日当は、旅行中の日数に応じ１日当たりの定額により支給する。 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ 1 夜当たりの定額により支給する。 

８ 食事料は、水路旅行及び航空旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定額 
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により支給する。 

９ 旅行雑費は、外国への出張に伴う雑費について、実費額により支給

する。 

10 死亡手当は、第３条第２項第４号の規定に該当する場合について定

額等により支給する。 

11 内国旅行のうち第１９条に規定する旅行については、第１項に掲げ

る旅費に代え、日額旅費又は月額旅費を旅費として支給する。 

12 外国旅行については、第１項に掲げる旅費に代え、旅行手当を旅費

として支給することができる。 

（旅費の計算） 

第７条 旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合

の旅費により計算する。ただし、公務上の必要又は天災その他やむを

得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法によって旅行し難

い場合には、その現によった経路及び方法によって計算する。 

第８条 旅費計算上の旅行日数は、旅行のため現に要した日数による。

ただし、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により要した

日数を除くほか、鉄道旅行にあっては４００キロメートル、水路旅行

にあっては２００キロメートル、陸路旅行にあっては５０キロメート

ルについて１日の割合をもって通算した日数を超えることができな

い。 

２ 前項ただし書の規定により通算した日数に１日未満の端数を生じた

ときは、これを１日とする。 

第９条 １日の旅行において、日当又は宿泊料について定額を異にする

事由が生じた場合には、額の多い方の定額による日当又は宿泊料を支

給する。 

第10条 鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸路旅行中における年度の

経過等のため鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃を区分して計算する必要

がある場合には、その必要が生じた後の最初の目的地に到着するまで 
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（旅費の請求手続） 

第７条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行

者及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようと

するもの並びに旅費に相当する金額の支払を受けようとする旅行役務

提供者は、所定の請求書に必要な書類を添えてこれを当該旅費又は当

該金額の支出又は支払をする者（以下この条及び第２３条において「支

出命令者等」という。）に提出しなければならない。この場合において、

必要な添付書類の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係

る旅費又は旅費に相当する金額のうちその書類を提出しなかったた

め、その旅費又は旅費に相当する金額の必要が明らかにされなかった

部分の支給又は支払を受けることができない。 

２ 

～      省  略 

４ 

５ 第１項に規定する請求書、記載事項、第２項及び第３項に規定する

期間並びに前項に規定する給与の種類は、市規則で定める。 

 

 

（鉄道賃） 

第８条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２

条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０

年法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道、外国におけるこれら

に相当するものその他支給規程第９条各号に掲げるものをいう。次項

及び第１１条において同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その

額は、次に掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１ 

の分及びその以後の分に区分して計算する。ただし、交通機関等を利

用しその交通費が、支給される日額を超える場合においては、当該交

通費に要した実費を支給する。 

（旅費の請求手続） 

第11条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行

者及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようと

するものは、所定の請求書に必要な書類を添えてこれを当該旅費の支

出又は支払をする者（以下「支出命令者等」という。）に提出しなけれ

ばならない。この場合において、必要な添付書類の全部又は一部を提

出しなかった者は、その請求に係る旅費額のうちその書類を提出しな

かったため、その旅費の必要が明らかにされなかった部分の金額の支

給を受けることができない。 

 

 

２ 

～      省  略 

４ 

５ 第１項に規定する請求書及び必要な添付書類の種類、記載事項及び

様式並びに第２項及び第３項に規定する期間並びに前項に規定する給

与の種類は、市規則で定める。 

第２章 内国旅行の旅費 

（鉄道賃） 

第12条 鉄道賃の額は、旅客運賃のほか、次の各号に掲げる急行料金及

び座席指定料金による。 
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号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必

要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

 (１) 運賃 

 (２) 急行料金（普通急行列車又は特別急行列車を運行する線路による

旅行で片道１００キロメートル以上のものに限る。） 

 

 (３) 寝台料金 

 (４) 座席指定料金（座席指定料金を徴する客車を運行する線路による

旅行で片道１００キロメートル以上のものに限る。） 

 

 (５) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、内国旅行の場合であって運

賃の等級が区分された鉄道により移動するときは最下級、外国旅行の

場合であって運賃の等級が区分された鉄道により移動するときは最上

級（等級が３以上に区分された鉄道により移動する場合には、最上級

の直近下位の級）の運賃の額とする。 

（船賃） 

 

第９条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２

条第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶、外国におけるこ

れに相当するものその他支給規程第１０条各号に掲げるものをいう。

次項及び第１１条において同じ。）を利用する移動に要する費用とし、

その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲げる費用は、

第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特

に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

 (１) 運賃 

 

 (２) 寝台料金 

 

 

 

 (１) 急行料金 

 普通急行列車又は特別急行列車を運行する線路による旅行で片道

１００キロメートル以上のもの 

 

 (２) 座席指定料金 

 座席指定料金を徴する客車を運行する線路による旅行で片道１０

０キロメートル以上のもの 

 

 

 

 

 

 

（船賃） 

第13条 船賃の額は、次に掲げる旅客運賃（は
❜
しけ
❜❜

賃及びさん
❜❜

橋賃を含

む。以下本条において「運賃」という。）、寝台料金及び特別船室料金

による。 

 

 

 

 

 (１) 運賃の等級を３階級に区分する船舶による旅行の場合には、２等

の運賃 

 (２) 運賃の等級を２階級に区分する船舶による旅行の場合には、上級   
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 (３) 座席指定料金 

 

 (４) 前３号に掲げる費用に付随する費用 

 

 

 

 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、内国旅行の場合であって運

賃の等級が区分された船舶により移動するときは最下級、外国旅行の

場合であって運賃の等級が区分された船舶により移動するときは最上

級（等級が３以上に区分された船舶により移動する場合には、最上級

の直近下位の級）の運賃の額とする。 

（航空賃） 

第10条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２

条第１８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機、外国におけ

るこれに相当するものその他支給規程第１１条各号に掲げるものをい

う。次項及び次条において同じ。）を利用する移動に要する費用とし、

その額は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げる費用は、第１

号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必

要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

 (１) 運賃 

 (２) 座席指定料金 

 (３) 前２号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された航

空機により移動する場合には、最下級の運賃の額とする。ただし、外

国旅行の場合であって、著しく長時間にわたる移動として市規則で定

めるものをするときは、最下級の直近上位の級の運賃の額とする。 

  の運賃 

 (３) 運賃の等級を設けない船舶による旅行の場合には、その乗船に要

する運賃 

 (４) 公務上の必要により別に寝台料金を必要とした場合には、前３号

に規定する運賃のほか、現に支払った寝台料金 

 (５) 第３号の規定に該当する船舶で特別船室料金を徴するものを運行

する航路による旅行をする場合には、同号に規定する運賃及び前号

に規定する寝台料金のほか、特別船室料金 

２ 前項第１号又は第２号の規定に該当する場合において、同一階級の

運賃を更に２以上に区分する船舶による旅行の場合には、当該各号の

運賃は、同一階級内の最上級の運賃による。 

 

 

（航空賃） 

第14条 航空賃の額は、現に支払った旅客運賃による。 
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 （その他の交通費） 

第11条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動

に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号ま

でに掲げる費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の

合計額とする。 

 (１) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げ

る一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動

車により乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用に供する自動車

（外国におけるこれに相当するものを含む。）を利用する移動に要

する運賃 

 (２) 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業

の用に供する自動車（外国におけるこれに相当するものを含む。）

その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動車を除く。）

を利用する移動に要する運賃 

 (３) 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０条第

１項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車（外国に

おけるこれに相当するものを含む。）の賃料その他の移動に直接要

する費用 

 (４) 前３号に掲げる費用に付随する費用 

 

 

 

 

 

 

（車賃） 

第15条 車賃の額は、別表第１の定額による。ただし、公務上の必要又

は天災その他やむを得ない事情により定額の車賃で旅行の実費を支弁

することができない場合には、実費額による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 車賃は、全路程を通算して計算する。ただし、第１０条の規定によ

り区分計算をする場合には、その区分された路程ごとに通算して計算

する。 

３ 前項の規定により通算した路程に１キロメートル未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てる。 

（日当） 

第16条 日当の額は、別表第１の定額による。 

２ 前項の規定にかかわらず、規則で定める地域に旅行する場合は、日

当を支給しない。 
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 （宿泊費） 

第12条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、地域の

実情を勘案して市規則で定める額（次条において「宿泊費基準額」と

いう。）とする。ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある場合とし

て市規則で定める場合は、当該宿泊に要する費用の額とする。 

 

 

 

 （包括宿泊費） 

第13条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払わ

れる費用とし、その額は、当該移動に係る第８条から第１１条までの

規定による鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費の額並びに当該

宿泊に係る宿泊費基準額の合計額とする。 

 （宿泊手当） 

第14条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費

用とし、その額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

一夜当たりの定額とする。 

 (１) 本邦 ２，４００円 

 (２) 外国 ３，９００円から５，４００円までの範囲内において市規

則で定める額 

２ 宿泊手当の額は、宿泊費又は包括宿泊費について市規則で定める場

合に該当するときは、前項の規定にかかわらず、市規則で定める額と

する。 

 

 

（宿泊料） 

第17条 宿泊料の額は、別表第１の定額による。 

 

 

 

２ 宿泊料は、水路旅行及び航空旅行については、公務上必要又は天災

その他やむを得ない事情により上陸又は着陸して宿泊した場合に限

り、支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（食事料） 

第18条 食事料の額は、別表第 1 の定額による。 

２ 食事料は、船賃若しくは航空賃のほかに別に食費を要する場合又は

船賃若しくは航空賃を要しないが、食費を要する場合に限り支給する。 

（日額旅費） 



45 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第19条 第６条第１項に掲げる旅費に代え日額旅費を支給する旅行は、

次に掲げる旅行のうち当該旅行の性質上日額旅費を支給することを適

当と認めて市長が指定するものとし、その額、支給条件等は、市規則

で定める。 

 (１) 長期間の研修、講習、訓練その他これらに類する目的のための旅  

  行 

 (２) 前号に掲げる旅行を除くほか、その職務の性質上常時出張を必要

とする職員の出張 

（市内出張旅費） 

第20条 市内における出張が、次の各号の一に該当する場合においては、

当該各号に規定する額の旅費を支給する。 

 (１) 職員が在勤庁から片道２キロメートル以内の地に出張する場合を

除き、交通機関を利用する必要があるときは、これに要した鉄道賃

及び車賃の実費 

 (２) 公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により宿泊する場

合には、別表第１の宿泊料の範囲内の実費 

第21条 削除 

（退職者等の旅費） 

第22条 第３条第２項第１号の規定により、職員が出張中に退職等とな

った場合に支給する旅費は、次の各号に規定する旅費とする。 

 (１) 退職等となった日（以下「退職等の日」という。）にいた地から退

職等の命令の通達を受けた日にいた地までの前職務相当の旅費 

 (２) 退職等の命令の通達を受けた日の翌日から１４日以内に出発して

当該退職等に伴う旅行をした場合に限り、出張の例に準じて計算し

た退職等の命令の通達を受けた日にいた地から旧在勤地までの前職

務相当の旅費 

 （遺族の旅費） 

第23条 第３条第２項第２号の規定により職員が出張中に死亡した場合 
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に支給する旅費は、死亡地から旧在勤地までの往復に要する前職務相

当の旅費とする。 

２ 遺族が前項に規定する旅費の支給を受ける順位は、第２条第６号に

掲げる順序により、同順位者がある場合には、年長者を先にする。 

第３章 外国旅行の旅費 

（本邦通過の場合の旅費） 

第23条の２ 外国旅行中本邦を通過する場合には、その本邦内の旅行に

ついて支給する旅費は、前章に規定するところによる。ただし、外国

航路の船舶又は航空機により本邦を出発し、又は本邦に到着した場合

における船賃又は航空賃及び本邦を出発した日からの日当及び食事料

又は、本邦に到着した日までの日当及び食事料については、本章に規

定するところによる。 

（鉄道賃） 

第23条の３ 鉄道賃の額は、次の各号に規定する旅客運賃（以下本条に

おいて「運賃」という。）、急行料金及び寝台料金（これらのものに対

する通行税を含む。）による。 

 (１) 運賃の等級は、３以上の階級に区分する線路による旅行の場合に

は、最上級の直近下位の級の運賃 

 (２) 運賃の等級を２の階級に区分する線路による旅行の場合には、上

級の運賃 

 (３) 運賃の等級を設けない線路による旅行の場合には、その乗車に要

する運賃 

 (４) 公務上の必要により別に急行料金又は寝台料金を必要とした場合

には、現に支払った急行料金又は寝台料金 

（船賃） 

第23条の４ 船賃の額は、次の各号に規定する旅客運賃（はしけ賃及び

さん橋賃を含む。以下本条において「運賃」という。）及び寝台料金（こ

れらのものに対する通行税を含む。）による。 



47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１) 運賃の等級を２以上の階級に区分する船舶による旅行の場合に

は、次に規定する運賃 

  ア 最上級の運賃を４以上の階級に区分する船舶による旅行の場合

には、最上級の直近下位の級の運賃 

  イ 最上級の運賃を３に区分する船舶による旅行の場合には、中級

の運賃 

  ウ 最上級の運賃を２に区分する船舶による旅行の場合には、上級

の運賃 

 (２) 運賃の等級を設けない船舶による旅行の場合には、その乗船に要

する運賃 

 (３) 公務上の必要により別に寝台料金を必要とした場合には、現に支

払った寝台料金 

（航空賃及び車賃） 

第23条の５ 航空賃の額は、次の各号に規定する旅客運賃（以下本条に

おいて「運賃」という。）による。 

 (１) 運賃の等級を２以上の階級に区分する航空路による旅行の場合に

は、最下級の運賃。ただし、公務上必要と認められる場合には、最

下級の直近上位の級の運賃 

 (２) 運賃の等級を設けない航空路による旅行の場合には、航空機の利

用に要する運賃 

２ 車賃の額は、実費額による。 

（日当、宿泊料及び食事料） 

第23条の６ 日当及び宿泊料の額は、旅行先の区分に応じた別表第２の

定額による。 

２ 第２３条の３第４号の規定により寝台料金を支給する場合における

宿泊料の額は、前項の規定にかかわらず、旅行先の区分に応じた別表

第２の定額の１０分の７に相当する額による。 

３ 食事料の額は、別表第２の定額による。 
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（渡航雑費） 

第15条 渡航雑費は、外国旅行に要する雑費とし、その額は、予防接種

に係る費用、旅券の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数料並び

に入出国税その他外国旅行に必要なものとして市規則で定める費用の

額とする。 

（死亡手当） 

第16条 死亡手当は、職員の外国における死亡（第３条第２項第４号に

規定する場合に限る。）に伴う諸雑費に充てるための費用とする。 

２ 死亡手当の額は、９３０，０００円とする。 

 

 

 

 

 

 

 

（退職者等の旅費） 

第17条 第３条第２項第１号又は第３号の規定により支給する旅費は、

退職等の日の翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行につい

て、出張の例に準じて市規則で定めるものとする。 

 

４ 第１７条第２項及び第１８条第２項の規定は、外国旅行の場合の宿

泊料及び食事料について準用する。 

第23条の７ 削除 

（旅行雑費） 

第23条の８ 旅行雑費の額は、旅行者の予防注射料、旅券の交付手数料

及び査証手数料、外貨交換手数料並びに入出国税の実費額による。 

 

 

（死亡手当） 

第23条の９ 死亡手当の額は、第３条第２項第４号の規定に該当する場

合には、別表第２の定額による。 

２ 職員が第３条第２項第４号の規定に該当し、かつ、その死亡地が本

邦である場合において、同号の規定により支給する死亡手当の額は、

前項の規定にかかわらず、当該職員の本邦における在勤庁所在地を旧

在勤地とみなして第２３条第１項の規定に準じて計算した旅費の額に

よる。 

３ 第２３条第２項の規定は、第３条第２項第４号に該当する場合にお

いて第 1 項又は前項の規定による死亡手当の支給を受ける遺族の順位

について準用する。 

（退職者等の旅費） 

第23条の10 第３条第２項第３号の規定に該当する場合に支給する旅費

は、次の各号に規定する旅費とする。 

 

 (１) 退職等の日の翌日から退職等を知った日までの出張地の存する地

域の区分に応じた前職務相当の日当及び宿泊料 

 (２) 退職等を知った日の翌日から３月以内に出張地を出発し、当該退  

職等に伴う旅行をした場合に限り、次に規定する旅費 

ア 退職等を知った日の翌日からその出発の前日までの出張地の存 
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２ 任命権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、前項に

規定する期間を延長することができる。 

 

 

 

 

 

 

 （遺族等の旅費） 

第18条 第３条第２項第２号又は第４号の規定により支給する旅費（死

亡手当に係るものを除く。）は、出張の例に準じて市規則で定めるも

のとする。 

 （他の法令等による旅費） 

第19条 第３条第４項又は第５項の規定により支給する旅費は、他の法

令に特別の定めがある場合を除くほか、任命権者が市長と協議して定

めるものとする。 

 （旅費の支給額の上限） 

第20条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費に係る旅費の支給額

は、第８条第１項各号、第９条第１項各号、第１０条第１項各号及び

第１１条各号に掲げる各費用について、第６条第１項及び当該各条の

規定により計算した額と現に支払った額を比較し、当該各費用ごとの

いずれか少ない額を合計した額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費及び渡航雑費に係る旅費の支給額は、当該各種 

  する地域の区分に応じた前職務相当の日当及び宿泊料。ただし、

日当については、３０日分、宿泊料については３０夜分を超える

ことができない。 

  イ 出張の例に準じて計算した出張地から旧在勤地までの前職務相

当の旅費 

２ 任命権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、前項第

２号アに規定する期間を延長することができる。 

（旅行手当） 

第23条の11 第６条第１２項の規定により支給する旅行手当の支給を受

ける者の範囲、額、支給条件及び支給方法は、その都度任命権者が市

長と協議して定める。ただし、その額は当該旅行手当の性質に応じ、

同条第１項に掲げる旅費の額についてこの条例で定める基準を超える

ことができない。 
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目について第６条第１項、第１２条、第１３条及び第１５条の規定に

より計算した額と現に支払った額を比較し、当該各種目ごとのいずれ

か少ない額を合計した額とする。 

 

（旅費の調整） 

第21条 任命権者は、旅行者が市以外の者から旅費の支給を受ける場合

その他旅行における特別の事情により又は旅行の性質上この条例の規

定による旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超えた旅費又は

通常必要としない旅費を支給することとなる場合においては、その実

費を超えることとなる部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を

支給しないことができる。 

２     省  略 

第22条   省  略 

 （旅費の返納） 

第23条 支出命令者等は、旅行者又は旅行役務提供者がこの条例の規定

に違反して旅費の支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合に

は、当該旅費又は当該金額を返納させなければならない。 

２ 旅行者がこの条例の規定に違反して旅費の支給を受けた場合には、

支出命令者等は、前項に規定する返納に代えて、当該支出命令者等が

その後においてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費の額か

ら、当該旅費に相当する金額を差し引くことができる。 

３ 前項に規定する給与の種類は、市規則で定める。 

（委任） 

第24条 この条例に定めるもののほか、この条例の規定による旅費の支

給の手続その他この条例の実施に関し必要な事項は、市規則で定める。 

   付 則 

３ 公用車等を利用した場合には、第８条及び第９条の規定にかかわら

ず、鉄道賃及び船賃は、支給しない。 

 

 

 

第４章 雑則 

（旅費の調整） 

第24条 任命権者は、旅行者が公用の交通機関、宿泊施設等を利用して

旅行した場合その他当該旅行における特別の事情により又は当該旅行

の性質上この条例の規定による旅費を支給した場合には、不当に旅行

の実費を超えた旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる

場合においては、その実費を超えることとなる部分の旅費又はその必

要としない部分の旅費を支給しないことができる。 

２     省  略 

第25条   省  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施規定） 

第26条 この条例の実施に関し必要な事項は、市規則で定める。 

 

   付 則 

３ 公用車等を利用した場合には、第１２条、第１３条及び第１５条の

規定にかかわらず、鉄道賃、船賃及び車賃は、支給しない。 
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 別表第１（第１５条、第１６条、第１７条、第１８条関係） 

内国旅行の旅費 

車賃（１キ

ロ メ ー ト

ルにつき） 

日当 宿泊料 食事料（１夜に

つき） 県内 県外 

37 円 1,000 円 11,000 円 12,000 円 2,000 円 

別表第２（第２３条の６、第２３条の９、第２３条の１１関係） 

外国旅行の旅費 

１ 日当、宿泊料及び食事料 

日当（１日につき） 宿泊料（１日につき） 食 事 料

（ １ 夜

につき） 

指定都市 甲地方 乙地方 指定都市 甲地方 乙地方 

5,300 円 4,400 円 3,600 円 19,300 円 16,100 円 12,900 円 5,800 円 

備考 

  １ 指定都市とは、国家公務員等の旅費支給規程（以下「支給規程」

という。）第１６条に規定する都市の地域をいい、甲地方とは、北

米地域、欧州地域及び中近東地域として支給規程第１７条に規定

する地域のうち指定都市の地域以外の地域で支給規程第１８条に

規定する地域をいい、乙地方とは、指定都市、甲地方の地域以外

の地域（本邦を除く。）をいう。 

  ２ 船舶又は航空機による旅行（外国を出発した日及び外国に到着

した日の旅行を除く。）の場合における日当の額は、乙地方につき

定める額とする。 

２ 死亡手当の額 ４６０,０００円 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 改正後の龍ケ崎市職員の旅費に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下この項及び次項において「施行日」

という。）以後に新条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第１項に規定する旅行命令等を発する旅行及び新条例第３条第５項

の規定により旅費の支給を決定する旅行について適用し、施行日前に改正前の龍ケ崎市職員の旅費に関する条例（以下この項及び第４項において

「旧条例」という。）第２条第２号に規定する旅行命令権者が旧条例第４条第１項に規定する旅行命令等を発した旅行及び旧条例第３条第５項の

規定により旅費の支給を決定した旅行については、なお従前の例による。ただし、施行日前に旧条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が旧条

例第４条第１項に規定する旅行命令等を発し、かつ、施行日以後に新条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第３項の規定によ

り当該旅行命令等を変更する旅行については、新条例の規定は、当該旅行のうち当該変更の日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行

のうち当該変更の日前の期間に対応する分については、なお従前の例による。 

３ 新条例第３条第２項の規定は、施行日以後に退職（免職を含む。）、失職若しくは休職（以下この項において「退職等」という。）となった場合又

は死亡した場合について適用し、施行日前に退職等となった場合又は死亡した場合については、なお従前の例による。 

４ 新条例第３条第６項及び第７項の規定は、これらの項に規定する者が同条第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受ける

ことができる場合について適用し、旧条例第３条第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受けることができる場合について

は、なお従前の例による。 

５ 新条例第２３条の規定は、新条例の規定に違反して旅費の支給を受けた場合について適用する。 

 （龍ケ崎市職員の旅費に関する条例の臨時特例に関する条例の廃止） 

６ 龍ケ崎市職員の旅費に関する条例の臨時特例に関する条例（平成１７年龍ケ崎市条例第１１号）は、廃止する。 

 （龍ケ崎市証人等に対する実費弁償に関する条例の一部改正） 

７ 龍ケ崎市証人等に対する実費弁償に関する条例（昭和４２年龍ケ崎市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（実費弁償の額） 

第２条 前条に規定する証人等が出頭した場合は、１日につき２,００

０円を支給する。この場合において、証人等が市外在住者の場合に

は、龍ケ崎市職員の旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１

３７号）に規定する旅費に相当する額を加給する。 

（実費弁償の額） 

第２条 前条に規定する証人等が出頭した場合は、１日につき２,００

０円を支給する。この場合において、証人等が市外在住者の場合に

は、龍ケ崎市職員の旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１

３７号）に規定する旅費（日当を除く。）に相当する額を加給する。 

 （規則への委任） 

８ 付則第２項から第５項までに規定するもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、市規則で定める。 
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議案第７号 

龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（目的及び適用範囲） 

第１条 この条例は、次に掲げる特別職に属する職員（以下「特別職の

職員」という。）の給与及び旅費について定めることを目的とする。 

 (１) 

～      省  略 

 (３) 

（給料） 

第３条 給料月額は、別表に掲げる額とする。 

（通勤手当） 

第３条の２ 通勤手当の月額は、龍ケ崎市職員の給与に関する条例（昭

和３２年龍ケ崎市条例第１３４号。以下「給与条例」という。）第１２

条の３第２項及び第３項の規定を準用して算出された額とする。 

 （期末手当） 

第４条 期末手当の額は、給与条例第２０条第２項、第４項及び第５項

の規定を準用して算出された額とする。この場合において、同条第２

項中「１００分の１２５」とあるのは、「１００分の１７０」とし、同

条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が市規

則で定める級以上であるもの」とあるのは「市規則で定める職員」と、 

（目的及び適用範囲） 

第１条 この条例は、次に掲げる特別職に属する職員の給与及び旅費に

ついて定めることを目的とする。 

 (１) 

～      省  略 

 (３) 

（給料） 

第３条 給料月額は、別表第１に掲げる額とする。 

（通勤手当） 

第３条の２ 通勤手当の月額は、龍ケ崎市職員の給与に関する条例（昭

和３２年龍ケ崎市条例第１３４号。以下「給与条例」という。）第１２

条の３第２項の規定を準用して算出された額とする。 

（期末手当） 

第４条 期末手当の額は、給与条例第２０条第２項、第４項及び第５項

の規定を準用して算出された額とする。この場合において、同条第２

項中「１００分の１２７．５」とあるのは、「１００分の１７２．５」

とし、同条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の

級が市規則で定める級以上であるもの」とあるのは「市規則で定める 
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「職員の職の職制上の段階、職務の級等を考慮して市規則で定める職

員の区分に応じて」とあるのは「職務等に応じて」と読み替えるもの

とする。 

（旅費の支給） 

第６条    省  略 

２ 前項の旅費の種目は、一般職の職員の旅費の種目の例による。 

（旅費の額） 

第７条 龍ケ崎市職員の旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第

１３７号。以下「旅費条例」という。）第１０条の規定は、特別職の職

員の航空賃について準用する。この場合において、同条第２項中「で

あって、著しく長時間にわたる移動として市規則で定めるものをする

ときは、最下級の直近上位の級」とあるのは、「は、最上級（運賃の等

級が３以上に区分された航空機により移動するときにあっては最上級

の直近下位の級）」と読み替えるものとする。 

２ 旅費条例第１２条の規定は、特別職の職員の宿泊費について準用す

る。この場合において、同条中「市規則で定める額」とあるのは、「市

長が別に定める額」と読み替えるものとする。 

３      省  略 

   付 則 

３ 公用車を利用した場合には、第７条の規定にかかわらず、鉄道賃及

び船賃は、支給しない。 

別表     省  略 

 

 

 

 職員」と、「職員の職の職制上の段階、職務の級等を考慮して市規則で

定める職員の区分に応じて」とあるのは「職務等に応じて」と読み替

えるものとする。 

（旅費の支給） 

第６条    省  略 

２ 前項の旅費の種類は、一般職の職員の旅費の種類の例による。 

（車賃等の額） 

第７条 内国旅行における車賃、日当、宿泊料及び食事料の額は、別表

第２の定額による。 

 

 

 

 

 

２ 外国旅行における日当、宿泊料、食事料及び死亡手当の額は、別表

第３の定額による。 

 

３      省  略 

   付 則 

３ 公用車を利用した場合には、第７条の規定にかかわらず、鉄道賃、

船賃及び車賃は、支給しない。 

別表第１   省  略 

別表第２（第７条関係） 

内国旅行の旅費 

区分 車賃（１キロ

メートルに

つき） 

日当 宿泊料 食事料（１

夜につき） 県内 県外 

 



55 

 

 市長、副市長

及び教育長 

37 円 1,000 円 11,000 円 12,000 円 2,000 円 

別表第３（第７条関係） 

外国旅行の旅費 

１ 日当、宿泊料及び食事料 

区分 日当（１日につき） 宿泊料（１日につき） 食 事 料

（ １ 夜

につき） 

指定都

市 

甲地方 乙地方 指定都

市 

甲地方 乙地方 

市長、副

市長及び

教育長 

7,200

円 

6,200

円 

5,000

円 

22,500

円 

18,800

円 

15,100

円 

6,700

円 

備考 

  １ 指定都市とは、国家公務員等の旅費支給規程（昭和２５年大蔵

省令第４５号。以下「支給規程」という。）第１７条に規定する都

市の地域をいい、甲地方とは、北米地域、欧州地域及び中近東地

域として支給規程第１８条に規定する地域のうち指定都市の地域

以外の地域で支給規程第１９条に規定する地域をいい、乙地方と

は、指定都市、甲地方の地域以外の地域（本邦を除く。）をいう。 

  ２ 船舶又は航空機による旅行（外国を出発した日及び外国に到着

した日の旅行を除く。）の場合における日当の額は、乙地方につき

定める額とする。 

２ 死亡手当の額 ５２０,０００円 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅行か
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ら適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

 （龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の臨時特例に関する条例の廃止） 

３ 龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の臨時特例に関する条例（平成１７年龍ケ崎市条例第１０号）は、廃止する。 

（龍ケ崎市長、副市長及び教育長の育児等と公務に関する条例の一部改正） 

４ 龍ケ崎市長、副市長及び教育長の育児等と公務に関する条例（平成２２年龍ケ崎市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（給料の減額） 

第６条 第２条第１号及び第２号に規定する期間を含む市長、副市長

及び教育長の給料の月額は、龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの

給与及び旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３８号。以

下「給与条例」という。）第３条の規定にかかわらず、給与条例別表

に掲げる市長、副市長及び教育長の給料月額から、当該給料月額を当

該月の日数で除して得た額に、当該期間の日数を乗じて得た額を減

じて得た額（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てた額）とする。ただし、当該期間における期末手当等の額の算

出の基礎となる給料の月額については、この限りでない。 

（給料の減額） 

第６条 第２条第１号及び第２号に規定する期間を含む市長、副市長

及び教育長の給料の月額は、龍ケ崎市特別職の職員で常勤のものの

給与及び旅費に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３８号。以

下「給与条例」という。）第３条の規定にかかわらず、給与条例別表

第１に掲げる市長、副市長及び教育長の給料月額から、当該給料月額

を当該月の日数で除して得た額に、当該期間の日数を乗じて得た額

を減じて得た額（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てた額）とする。ただし、当該期間における期末手当等の額

の算出の基礎となる給料の月額については、この限りでない。 
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議案第８号 

龍ケ崎市手数料条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

龍ケ崎市手数料条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市手数料条例（平成１２年龍ケ崎市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 

証明等手数料 

証明等の種類 単位 金額 

   
省  略   

   
優良住宅新築認定申請   

      省  略   

   宅地造成又は特定盛土等に関する工事中間検査申請 

 盛土又は切土をする土地の面積が 

・３，０００m２以下のとき。 

・３，０００m２を超え２０，０００m２以下のとき。 

・２０，０００m２を超え４０，０００m２以下のとき。 

・４０，０００m２を超え７０，０００m２以下のとき。 

・７０，０００m２を超え１００，０００m２以下のとき。 

・１００，０００m２を超えるとき。 

 

 

１件 

 

 

 

２，７００円 

５，４００円 

１０，８００円 

２１，６００円 

３７，８００円 

５４，０００円 

マンション管理計画認定申請（認定の更新を含む。）   

      省  略   

      
省  略   

     

別表第 1（第２条関係） 

  証明等手数料 

証明等の種類 単位 金額 

   
省  略   

   
優良住宅新築認定申請   

      省  略   

      

マンション管理計画認定申請（認定の更新を含む。）   

      省  略   

      
省  略   
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備考    省  略 備考    省  略 

付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第９号 

龍ケ崎市ふるさとふれあい公園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市ふるさとふれあい公園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

              

龍ケ崎市ふるさとふれあい公園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市ふるさとふれあい公園の設置及び管理に関する条例（平成１７年龍ケ崎市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 改正後 改正前 

別表（第１２条関係） 

ふるさとふれあい公園施設の使用料 

施設の名称 使用料 

窯室 焼き物の大きさ 

(1) １５ｃｍに満たない場合 

１個当たり２００円。ただし、１個当たりの大き

さが５ｃｍに満たない焼き物については、３個まで

を１個とみなす。 

(2) １５ｃｍ以上で３０ｃｍに満たない場合 

１個当たり３００円 

(3) ３０ｃｍ以上の場合 

１個当たり４００円 
 

別表（第１２条関係） 

ふるさとふれあい公園施設の使用料 

施設の名称 使用料 

窯室 焼き物の大きさ 

(1) １５ｃｍに満たない場合 

１個当たり１００円。ただし、１個当たりの大き

さが５ｃｍに満たない焼き物については、３個まで

を１個とみなす。 

(2) １５ｃｍ以上で３０ｃｍに満たない場合 

１個当たり２００円 

(3) ３０ｃｍ以上の場合 

１個当たり３１０円 
 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に第６条第１項の規定による使用の許可の申請（以下「使用許可申請」という。）を行った場合

の使用料について適用し、同日前に使用許可申請を行った場合の使用料については、なお従前の例による。 
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議案第１０号 

   龍ケ崎市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例について 

 龍ケ崎市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

  令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

   龍ケ崎市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市子ども・子育て会議条例（平成２５年龍ケ崎市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

 （庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉部こども家庭センターにお

いて処理する。 

 （庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉部こども家庭課において処

理する。 

付 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 



62 

 

議案第１１号 

   龍ケ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 龍ケ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

  令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

   龍ケ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年龍ケ崎市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

 （食事の提供の特例） 

第16条 次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項の

規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食

事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」という。）

において調理し、家庭的保育事業所等に搬入する方法により行うこと

ができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事

の提供について当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業

所等において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能

を有する設備を備えなければならない。 

 (1)     省  略 

 (2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市等の栄養

士又は管理栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が

受けられる体制にある等、栄養士又は管理栄養士による必要な配慮

が行われること。 

 (3) 

～      省  略 

２ 

 （食事の提供の特例） 

第16条 次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項の

規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食

事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」という。）

において調理し、家庭的保育事業所等に搬入する方法により行うこと

ができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事

の提供について当該方法によることとしてもなお当該家庭的保育事業

所等において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能

を有する設備を備えなければならない。 

(1)     省  略 

 (2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市等の栄養

士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制

にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。 

 

 (3) 

～      省  略 

２ 

付 則 
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この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例（平成９年龍ケ崎市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

第９条    省  略 

（傷害保険の加入） 

第10条 第５条第 1 項の規定により市長の承諾を受けて保育ルームに入

所する対象児童は、当該対象児童の保護者が保険料を負担することに

より、市長が指定する傷害保険に加入しなければならない。 

第11条    省  略 

第12条    省  略 

第９条    省  略 

 

 

 

 

第10条    省  略 

第11条    省  略 

付 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１３号 

あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例の一部を改正する条例について 

あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例の一部を改正する条例 

あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例（昭和６１年龍ケ崎市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条    省  略 

２ この条例において「不良の状態」とは、あき地が次の各号のいずれ

にも該当する状態にあることをいう。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

（助言、指導及び勧告） 

第４条 市長は、あき地が不良の状態にあるとき、又は不良の状態にな

るおそれがあるときは、当該あき地の所有者等に対し、当該状態の是

正に必要な措置について必要な助言又は指導をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定による助言又は指導を受けた所有者等が当該助

言又は指導に係る措置をとらなかった場合において、当該所有者等に

係るあき地が不良の状態にあるときは、当該所有者等に対し、期限を

定めて、当該措置を講ずるよう勧告をすることができる。 

 （公表） 

第５条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた所有者等が、正

当な理由がなく、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、その内

容を公表することができる。 

（定義） 

第２条    省  略 

２ この条例において「不良の状態」とは、あき地が次の状態にあるこ

とをいう。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

（市長の指導助言） 

第４条 市長は、あき地が不良の状態にあるとき、又は不良の状態にな

るおそれがあるときは、当該あき地の所有者等に対し、雑草等の措置

について必要な指導又は助言をすることができる。 
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２ 市長は、前項の規定による公表を行おうとするときは、あらかじめ

当該所有者等に意見を述べる機会を与えなければならない。 

（命令） 

第６条 市長は、第４条第２項の規定による勧告を受けた所有者等が、

正当な理由がなく、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、当該

所有者等に対し、期限を定めて、当該措置を講ずるよう命ずることが

できる。 

２ 市長は、前項の規定による命令を行おうとするときは、あらかじめ

当該所有者等に弁明の機会を与えなければならない。 

（代執行） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による命令を受けた所有者等が、正

当な理由がなく、その命令に従わない場合において、他の手段によっ

て当該命令に係る措置の履行を確保することが困難であり、かつ、そ

の不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、

行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の規定により、自ら当該所

有者等の行うべきことを行い、又は第三者にこれを行わせ、その費用

を当該所有者等から徴収することができる。 

（立入調査等） 

第８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員をあ

き地に立ち入らせ、若しくは調査をさせ、又は関係人に対し必要な質

問をさせることができる。 

２ 前項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係人から請求があったときは、これを提示しなければなら

ない。 

３ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、市が行う事務又は

事業において保有する情報であって、あき地の所有者等に関するもの

を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために、

内部で利用することができる。 

 

 

（除草等の命令） 

第５条 市長は、あき地が不良の状態にあると認めたときは、当該あき

地の所有者等に対し、雑草等の除草その他不良の状態を除去するよう

命令することができる。 
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（関係機関との連携） 

第９条 市長は、この条例の施行のために必要があると認めるときは、

警察その他の関係機関に対して、あき地の所有者等の情報の提供その

他必要な事項について協力を求めることができる。 

２ 市長は、前項の協力を得るために、この条例の規定による助言、指

導、勧告等の内容及び前条の規定その他の正当な手続により得られた

情報を当該関係機関に対し提供することができる。 

第10条    省  略 

 

 

 

 

 

 

 

第６条    省  略 

付 則 

この条例は、令和７年７月１日から施行する。 
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議案第１４号 

龍ケ崎市介護保険条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇       

 

龍ケ崎市介護保険条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市介護保険条例（平成１２年龍ケ崎市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

目次 

第１章     省  略 

第２章     省  略 

第３章 保健福祉事業（第１条の５） 

 第４章    

 第５章 

 第６章     省  略 

 第７章 

 第８章 

 付則 

第２章   省  略 

第１条の２ 

 ～        省  略 

第１条の４ 

   第３章 保健福祉事業 

第１条の５ 市は、保健福祉事業として、要介護被保険者を現に介護す

る者の支援のために必要な事業その他の必要な事業を行うものとす

る。 

目次 

 第１章     省  略 

第１章の２   省  略 

 

 第２章    

 第３章 

 第４章     省  略 

 第５章 

 第６章 

付則 

   第１章の２ 省  略 

第１条の２ 

 ～        省  略 

第１条の４ 

 

 

 

    



69 

 

第４章   省  略 

第２条 

 ～        省  略 

第10条 

   第５章   省  略 

 

第11条      省  略 

   第６章    

第７章   省  略 

   第８章    

   第２章   省  略 

第２条 

 ～        省  略 

第10条 

第３章   省  略 

（利用者負担額の減免） 

第11条      省  略 

第４章 

第５章   省  略 

   第６章 

付 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 
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議案第１５号 

龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例（平成３年龍ケ崎市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（目的） 

第１条 この条例は、土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積によっ

て生じる環境の悪化を防止するため、必要な規制を行うことにより、

市民の良好な生活環境を確保することを目的とする。 

 

（事業主等の責務） 

第４条 事業主及び事業施行者（以下「事業主等」という。）は、事業を

施行するに当たっては、市民の良好な生活環境を確保するため、万全

の措置を講じなければならない。 

２ 

～      省  略 

５ 

（土地所有者の責務） 

第５条 事業区域を含む土地の所有者は、事業主に土地を貸与する等に

より、自ら直接事業に関わらない場合においても、事業を施行するに

当たっては、市民の良好な生活環境を確保するため、事業主等と同様

に万全の措置を講じなければならない。 

（事業の基準） 

（目的） 

第１条 この条例は、土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積によっ

て生じる環境の悪化及び災害の発生を防止するため、必要な規制を行

うことにより、市民の安全と良好な生活環境を確保することを目的と

する。 

（事業主等の責務） 

第４条 事業主及び事業施行者（以下「事業主等」という。）は、事業を

施行するに当たっては、市民の安全と良好な生活環境を確保するため、

万全の措置を講じなければならない。 

２ 

～      省  略 

５ 

（土地所有者の責務） 

第５条 事業区域を含む土地の所有者は、事業主に土地を貸与する等に

より、自ら直接事業に関わらない場合においても、事業を施行するに

当たっては、市民の安全と良好な生活環境を確保するため、事業主等

と同様に万全の措置を講じなければならない。 

（事業の基準） 
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第７条 事業主等は、次に掲げる事業の基準（以下「事業基準」という。）

に適合する場合でなければ、事業を行うことができない。ただし、市

長が特に認めるときは、この限りでない。 

 (1) 

～      省  略 

 (6) 

 (7) いっ水防止、土砂の流失防止その他の生活環境の保全上の支障の

発生を防止するための措置が講じられていること。 

 (8)     省  略 

２      省  略 

（事業の許可等） 

第９条 事業主等は、次の各号のいずれかに該当する事業を行おうとす

るときは、規則で定めるところにより、当該事業について市長の許可

を受けなければならない。ただし、市長が特に必要と認めるときは、

この限りでない。 

 (1) 事業区域の面積が３００平方メートル以上３，０００平方メート

ル以下となる事業（事業区域の面積が３００平方メートル未満であ

っても、当該事業区域を含む土地若しくは当該事業区域を含む土地

に隣接し、又は近接する土地において事業が施行され、又は施行中

の場合においては、当該事業区域と既に施行され、又は施行中の事

業の事業区域の面積とを合算して、３００平方メートル以上３，０

００平方メートル以下となるものを含む。） 

 (２)     省  略 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業につ

いては、許可を要しない。ただし、市長が必要と認めるときは、この

限りでない。 

 (1) 次号に掲げるもののほか、国又は地方公共団体がその資本金、基

本金その他これらに準ずるものを出資している法人であって、土壌 

第７条 事業主等は、次に掲げる事業の基準（以下「事業基準」という。）

に適合する場合でなければ、事業を行うことができない。ただし、市

長が特に認めるときは、この限りでない。 

 (1) 

～      省  略 

 (6) 

 (7) いっ水防止、土砂の流失防止その他の安全を確保するための措置

が講じられていること。 

(8)      省  略 

２      省  略 

（事業の許可等） 

第９条 事業主等は、次の各号のいずれかに該当する事業を行おうとす

るときは、規則で定めるところにより、当該事業について市長の許可

を受けなければならない。ただし、市長が特に必要と認めるときは、

この限りでない。 

 (1) 事業区域の面積が３００平方メートル以上５，０００平方メート

ル未満となる事業（事業区域の面積が３００平方メートル未満であ

っても、当該事業区域を含む土地若しくは当該事業区域を含む土地

に隣接し、又は近接する土地において事業が施行され、又は施行中

の場合においては、当該事業区域と既に施行され、又は施行中の事

業の事業区域の面積とを合算して、３００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満となるものを含む。） 

 (２)     省  略 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業につ

いては、許可を要しない。ただし、市長が必要と認めるときは、この

限りでない。 

 (1) 次号に掲げるもののほか、国又は地方公共団体がその資本金、基

本金その他これらに準ずるものを出資している法人であって、土壌 
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の汚染の防止に関し、国又は地方公共団体と同等以上の能力を有す

る者として市長が認めるものが行う事業 

 (2) 

～      省  略 

 (4) 

３ 市長は、第１項及び第２項ただし書の許可をするに当たり、市民の

良好な生活環境を確保するため、事業に用いる土砂等の土壌の調査そ

の他必要な条件を付すことができる。 

（罰則） 

第29条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者

（ただし、農地法（昭和２７年法律第２２９号）に規定する許可、届

出又は報告等の手続に違反した者を除く。次項及び次条において同

じ。）は、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、

３０万円以下の罰金に処する。 

 (1) 

～      省  略 

 (9) 

の汚染又は災害の防止に関し、国又は地方公共団体と同等以上の能

力を有する者として市長が認める者が行う事業 

 (2) 

～      省  略 

 (4) 

３ 市長は、第１項及び第２項ただし書の許可をするに当たり、市民の

安全と良好な生活環境を確保するため、事業に用いる土砂等の土壌の

調査その他必要な条件を付すことができる。 

（罰則） 

第29条 次の各号のいずれかに該当する者（ただし、農地法（昭和２７

年法律第２２９号）に規定する許可、届出又は報告等の手続に違反し

た者を除く。次項及び次条において同じ。）は、２年以下の懲役又は１

００万円以下の罰金に処する。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

 

 (1) 

～      省  略 

 (9) 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例（以下「改正前の条例」

という。）第９条第１項及び第２項ただし書の規定による許可を受けている者であって、現に当該許可に係る土地の埋立て等に着手しているもの

に係る当該許可に係る事業に対する規制については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に改正前の第９条第１項及び第２項ただし書の規定による許可を受けている者であって、当該許可に係る土地の埋立て等
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に着手していないものは、この条例の施行の日に、改正後の龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例（以下「改正

後の条例」という。）第９条第１項及び第２項ただし書の許可を受けた者とみなす。 

４ この条例の施行前にされた改正前の条例第９条第１項及び第２項ただし書の規定による許可の申請であって、この条例の施行の際に許可又は不

許可の処分がされていないものは、改正後の条例第９条第１項及び第２項ただし書の規定による許可の申請とみなす。 

５ この条例の施行前にした行為及び付則第２項の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例による。 
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議案第１６号 

龍ケ崎市太陽光発電設備設置事業の自然環境等との調和と適正管理に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市太陽光発電設備設置事業の自然環境等との調和と適正管理に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇       

 

龍ケ崎市太陽光発電設備設置事業の自然環境等との調和と適正管理に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市太陽光発電設備設置事業の自然環境等との調和と適正管理に関する条例（平成２８年龍ケ崎市条例第３３号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

   龍ケ崎市太陽光発電事業の自然環境等との調和と適正管理 

に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、龍ケ崎市の豊かな自然環境、魅力ある景観及び良

好な居住環境と太陽光発電事業との調和を図るため、その設備の設置

及び管理に関し必要な事項を定めることにより、潤いのある豊かな地

域社会の発展に寄与することを目的とする。 

   龍ケ崎市太陽光発電設備設置事業の自然環境等との調和と 

適正管理に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、龍ケ崎市の豊かな自然環境、魅力ある景観及び良

好な居住環境と太陽光発電設備設置事業との調和を図るため、その設

備の設置及び管理に関し必要な事項を定めることにより、潤いのある

豊かな地域社会の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 (1) 太陽光発電設備 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する

特別措置法（平成２３年法律第１０８号。以下「法」という。）第２

条第２項に規定する再生可能エネルギー発電設備のうち、同条第３

項第１号に規定する太陽光を再生可能エネルギー源とする設備をい

う。 

 

 (2)     省  略 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 (1) 太陽光発電設備 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する

特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第２項に規定する

再生可能エネルギー発電設備のうち、同条第３項第１号に規定する

太陽光を再生可能エネルギー源とする設備をいう。 

 

 (2) 設置事業 太陽光発電設備を設置する事業をいう。 

 (3)     省  略 
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 (3) 発電事業者 発電事業を行うものをいう。 

 (4) 設置事業 太陽光発電設備を設置する事業をいう。 

 (5) 設置事業者 設置事業を行うものをいう。 

 (6) 認定事業 法第９条第４項の認定を受けて行う発電事業をいう。 

 (7) 事業区域 発電事業を行う一団の土地をいう。      

 (8)     省  略  

 (9)     省  略 

（事業者等の責務） 

第４条 発電事業者、設置事業者その他の事業関係者（以下「事業者等」

という。）は、その事業活動に当たり、関係法令及びこの条例を遵守し、

本市における環境の保全等に係る支障の防止と魅力ある自然景観に十

分配慮するとともに、該当住民自治組織の住民及び近隣関係者との良

好な関係を保つよう努めなければならない。 

（適用範囲） 

第６条 この条例の規定は、事業区域が５００平方メートルを超える面

積に及ぶ又は次条に規定する抑制区域における発電事業に適用する。

ただし、建築物の屋根、屋上等に設置するものを除く。 

（抑制区域） 

第７条 市長は、事業区域が次に掲げる要件に該当する場合であって、

特に必要があると認めるときは、発電事業を行わないよう協力を求め

る区域（以下「抑制区域」という。）を規則により定めることができる。 

 (1)    

～      省  略 

３ 

（事業者等の制限） 

第８条 事業者等は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同

条第６号に規定する暴力団員若しくは龍ケ崎市暴力団排除条例（平成

  

 

 (4) 事業者 設置事業又は発電事業を行うものをいう。 

  

 (5) 事業区域 設置事業を行う一団の土地をいう。 

 (6)     省  略  

 (7)     省  略 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、その事業活動に当たり、関係法令及びこの条例を遵

守し、本市における環境の保全等に係る支障の防止と魅力ある自然景

観に十分配慮するとともに、該当住民自治組織の住民及び近隣関係者

との良好な関係を保つよう努めなければならない。 

 

（適用範囲） 

第６条 この条例の規定は、事業区域が５００平方メートルを超える面

積に及ぶ又は次条に規定する抑制区域における設置事業及び発電事業

に適用する。ただし、建築物の屋根、屋上等に設置するものを除く。 

（抑制区域） 

第７条 市長は、事業区域が次に掲げる要件に該当する場合であって、

特に必要があると認めるときは、設置事業を行わないよう協力を求め

る区域（以下「抑制区域」という。）を規則により定めることができる。 

 (1)    

～      省  略 

３ 

（設置事業等の制限） 

第８条 事業者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第

６号に規定する暴力団員若しくは龍ケ崎市暴力団排除条例（平成２３
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２３年龍ケ崎市条例第２３号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以

下「暴力団等」という。）又は暴力団等と関係を有するもの若しくは暴

力団等がその事業活動を支配するものに該当するときは、発電事業を

行うことができない。 

（事前確認） 

第９条 発電事業者は、次条第１項の規定による届出及び協議を行おう

とするときは、第１１条第１項の規定による該当住民自治組織の住民

に対する周知の範囲及び方法について、規則で定めることにより、事

前に市長の確認を得なければならない。 

 

（届出及び協議） 

第10条 発電事業者は、設置事業を市内において実施しようとするとき

は、当該設置事業に着手しようとする日の６０日前までに、規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を届け出て、市長と協議しなけれ

ばならない。 

 (1) 発電事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その

名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

 (2)     省  略  

 (3)     省  略  

 (4) 設置事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その

名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

 

 (5)    

～      省  略 

 (8) 

２ 発電事業者は、前項第１号又は第４号に掲げる事項の変更をしたと

きは、速やかに、その旨を市長に届け出なければならない。 

 

年龍ケ崎市条例第２３号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下

「暴力団等」という。）又は暴力団等と関係を有するもの若しくは暴力

団等がその事業活動を支配するものに該当するときは、設置事業又は

発電事業を行うことができない。 

（事前確認） 

第９条 設置事業を行う事業者（以下「設置事業者」という。）は、次条

第１項の規定による届出及び協議を行おうとするときは、第１１条第

１項の規定による該当住民自治組織の住民に対する周知の範囲及び方

法について、規則で定めるところにより、事前に市長の確認を得なけ

ればならない。 

（届出及び協議） 

第10条 設置事業者は、設置事業を市内において実施しようとするとき

は、当該設置事業に着手しようとする日の６０日前までに、規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を届け出て、市長と協議しなけれ

ばならない。 

 (1) 設置事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その

名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

 (2)     省  略 

 (3)     省  略  

 (4) 発電事業を行う事業者（以下「発電事業者」という。）の氏名及び

住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並

びに主たる事務所の所在地） 

 (5)    

～      省  略 

 (8) 

２ 前項第１号又は第４号に掲げる事項の変更をしたときは、第１５条

第２項の規定による設置事業の完了の確認を受けるまでの間にあって

は設置事業者が、当該確認を受けた後にあっては発電事業者が、速や
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３ 発電事業者は、第１項第２号又は第３号に掲げる事項の変更をしよ

うとするときは、あらかじめ、その旨を届け出て、市長と協議しなけ

ればならない。 

（該当住民自治組織の住民への周知及び説明会の開催） 

第11条 発電事業者は、前条第１項の規定による届出を行う前に、該当

住民自治組織の住民に対して、同項第１号から第４号までに掲げる事

項を周知するとともに、該当住民自治組織から発電事業に係る説明会

の開催の要請があったときは、これに応じなければならない。 

２ 発電事業者が認定事業を行おうとする場合において、法第９条第２

項第７号に規定する説明会を開催したときは、発電事業者は、前項に

規定する説明会の開催を省略することができる。 

３ 前２項の規定は、前条第３項の変更について準用する。ただし、変

更の内容が規則で定める軽微なものについては、この限りでない。 

４ 発電事業者は、前３項の周知又は説明会の開催により、該当住民自

治組織の住民の理解を得るように努めなければならない。 

（近隣関係者への周知及び説明） 

第12条 発電事業者は、第１０条第１項の規定による届出を行う前に、

近隣関係者に対して、同項第１号から第４号までに掲げる事項を周知

するとともに、近隣関係者から発電事業に係る説明の要請があったと

きは、これに応じなければならない。 

２ 発電事業者が認定事業を行おうとする場合において、法第９条第２

項第７号に規定する説明会を開催し、当該説明会への近隣関係者の出

席が確認できたときは、前項に規定する説明が実施されたものとみな

す。 

３ 前２項の規定は、第１０条第３項の変更について準用する。ただし、

変更の内容が規則で定める軽微なものについては、この限りでない。 

４ 発電事業者は、前３項の周知又は説明により、近隣関係者の理解を

かに、その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 設置事業者は、第１項第２号又は第３号に掲げる事項の変更をしよ

うとするときは、あらかじめ、その旨を届け出て、市長と協議しなけ

ればならない。 

（該当住民自治組織の住民への周知及び説明会の開催） 

第11条 設置事業者は、前条第１項の規定による届出を行う前に、該当

住民自治組織の住民に対して、同項第１号から第３号までに掲げる事

項を周知するとともに、該当住民自治組織から設置事業に係る説明会

の開催の要請があったときは、これに応じなければならない。 

 

 

 

２ 前項の規定は、前条第３項の変更について準用する。ただし、変更

の内容が規則で定める軽微なものについては、この限りでない。 

３ 設置事業者は、前２項の周知又は説明会の開催により、該当住民自

治組織の住民の理解を得るように努めなければならない。 

（近隣関係者への周知及び説明） 

第12条 設置事業者は、第１０条第１項の規定による届出を行う前に、

近隣関係者に対して、同項第１号から第３号までに掲げる事項を周知

するとともに、近隣関係者から設置事業に係る説明の要請があったと

きは、これに応じなければならない。 

 

 

 

 

２ 前項の規定は、第１０条第３項の変更について準用する。ただし、

変更の内容が規則で定める軽微なものについては、この限りでない。 

３ 設置事業者は、前２項の周知又は説明により、近隣関係者の理解を
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得るように努めなければならない。 

（標識の設置） 

第13条 発電事業者は、第１１条第１項の規定による周知をした日から

設置事業が完了する日まで、規則で定める事項を記載した標識を事業

区域内の見やすい場所に設置しなければならない。 

（協議終了の通知） 

第14条 市長は、第１０条第１項又は第３項の規定による協議が終了し

たときは、発電事業者に当該協議が終了した旨の通知をするものとす

る。この場合において、市長は、必要に応じて当該通知に意見を付す

ことができる。 

（事業完了の確認） 

第15条 発電事業者は、設置事業が完了したときは、速やかに市長に届

け出なければならない。 

２      省  略 

（指導、助言及び勧告） 

第18条 市長は、必要があると認めるときは、発電事業者に対して、適

切な措置を講ずるよう指導又は助言を行うことができる。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、次の各号のいずれかの要件に 

得るように努めなければならない。 

（標識の設置） 

第13条 設置事業者は、第１１条第１項の規定による周知をした日から

設置事業が完了する日まで、規則で定める事項を記載した標識を事業

区域内の見やすい場所に設置しなければならない。 

（協議終了の通知） 

第14条 市長は、第１０条第１項又は第３項の規定による協議が終了し

たときは、設置事業者に当該協議が終了した旨の通知をするものとす

る。この場合において、市長は、必要に応じて当該通知に意見を付す

ことができる。 

（事業完了の確認） 

第15条 設置事業者は、設置事業が完了したときは、速やかに市長に届

け出なければならない。 

２      省  略 

（指導、助言及び勧告） 

第18条 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対して、適切な

措置を講ずるよう指導又は助言を行うことができる。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、次の各号のいずれかの要件に 

該当する発電事業者に対し、期限を定めて適切な措置を講ずるよう勧

告することができる。 

 (1)    

～      省  略 

 (3) 

３ 発電事業者は、前２項に規定する指導、助言又は勧告を受けたとき

は、その処理の状況を市長に報告しなければならない。 

（公表） 

第19条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた発電事業者が、

正当な理由なく当該勧告に従わないときは、当該勧告に従わない発電 

該当する事業者に対し、期限を定めて適切な措置を講ずるよう勧告す

ることができる。 

 (1)    

～      省  略 

 (3) 

３ 事業者は、前２項に規定する指導、助言又は勧告を受けたときは、

その処理の状況を市長に報告しなければならない。 

（公表） 

第19条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた事業者が、正当

な理由なく当該勧告に従わないときは、当該勧告に従わない事業者の 
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事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び

代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）並びに当該勧告の内容を

公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ発

電事業者に対して、その理由を通知し、意見を述べる機会を与えなけ

ればならない。 

氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の

氏名並びに主たる事務所の所在地）並びに当該勧告の内容を公表する

ことができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ事

業者に対して、その理由を通知し、意見を述べる機会を与えなければ

ならない。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１７号 

龍ケ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

龍ケ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 

階級 勤務年数 
     

30 年以上 

35 年未満  

35 年以上 
省  略 

     

団長 円 円  円  円  円  円 円 

     979,000 1,079,000 

副団長      909,000 1,009,000 

分団長 省  略 849,000 949,000 

副分団長      809,000 909,000 

部長及び班長      734,000 834,000 

団員      689,000 789,000 
     

 

別表（第２条関係） 

階級 勤務年数 
     

30 年以上  省  略 
     

団長 円 円  円  円  円  円 

     979,000 

副団長      909,000 

分団長 省  略 849,000 

副分団長      809,000 

部長及び班長      734,000 

団員      689,000 
     

 

  

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ 改正後の別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職した非常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお

従前の例による。 
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議案第１８号 

龍ケ崎市人・農地プラン審議会条例を廃止する条例について 

龍ケ崎市人・農地プラン審議会条例を廃止する条例を次のとおり定める。 

令和７年２月２７日提出  

龍ケ崎市長 萩 原  勇       

 

龍ケ崎市人・農地プラン審議会条例を廃止する条例 

龍ケ崎市人・農地プラン審議会条例（平成２６年龍ケ崎市条例第１６号）は、廃止する。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（龍ケ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 龍ケ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年龍ケ崎市条例第１１０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

別表第１（第１条関係） 

 職名 報酬の額 
  

省  略 
   

ふるさと龍ケ崎ブランド農

産物認定制度審議会委員 

会長 日額 ４，８００円 

  

 委員 日額 ４，４００円 

  

農業振興地域整備促進協議

会委員 

会長 日額 ４，８００円 

委員 日額 ４，８００円 
   

省  略 
   

 

別表第１（第１条関係） 

職名 報酬の額 
  

省  略 
   

ふるさと龍ケ崎ブランド農

産物認定制度審議会委員 

会長 日額 ４，８００円 

委員 日額 ４，４００円 

人・農地プラン審議会委員 

 

会長 日額 ４，８００円 

委員 日額 ４，４００円 

農業振興地域整備促進協議

会委員 

会長 日額 ４，８００円 

委員 日額 ４，８００円 
   

省  略 
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議案第１９号 

工事請負契約について 

下記のとおり請負契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第１２号）第

２条の規定により、議会の議決を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  令和６～７年度新長戸コミュニティセンター整備工事（建築工事） 

 

２ 契 約 の 方 法  条件付一般競争入札による契約 

 

３ 契 約 金 額  ２９７，０００，０００円 

          （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

４ 契約の相手方  茨城県龍ケ崎市１６８６番地 

          大昭建設株式会社 

           代表取締役 細谷 武史 
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参考資料 

 

○事業概要 

 

  新長戸コミュニティセンター建設に係る建築工事 

   敷地概要 用途地域：指定無し 

        敷地面積：１０，６９０．９４㎡ 

   建物概要 

   １ コミュニティセンター 

構  造：鉄骨造 

階  数：地上１階 

延べ面積：５６０．７３㎡ 

２ 駐車場車庫 

構  造：鉄骨造 

階  数：地上１階 

延べ面積：６５．４９㎡ 

３ 防災倉庫 

構  造：軽量鉄骨造 

階  数：地上１階 

延べ面積：１４．０５㎡ 

４ 体育館   

構  造：鉄骨造 

階  数：地上２階 

延べ面積：５４６．１８㎡ 
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議案第２０号 

工事請負契約に関する議決事件の変更について 

令和５年９月１９日に議会の議決を経た工事請負契約について、下記のとおり変更するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第１２号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  令和５～６年度（仮称）新保健福祉施設建設工事（建築工事） 

 

２ 契 約 金 額  変更前 ８２０，６００，０００円 

              （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

          変更後 ８３４，３５０，０００円 

              （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

３ 契約の相手方  茨城県龍ケ崎市１６８６番地 

大昭・櫻井特定建設工事共同企業体 

 

代表企業 茨城県龍ケ崎市１６８６番地 

     大昭建設株式会社 

     代表取締役  細谷 武史 

 

構成企業 茨城県龍ケ崎市４２３５番地１１ 

     櫻井建設工業株式会社 

     代表取締役  櫻井 俊一 
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議案第２１号 

工事請負契約に関する議決事件の変更について 

令和５年９月１９日に議会の議決を経た工事請負契約について、下記のとおり変更するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第１２号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  令和５～６年度（仮称）新保健福祉施設建設工事（電気設備工事） 

 

２ 契 約 金 額  変更前 ２０５，７００，０００円 

              （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

          変更後 ２１４，８３０，０００円 

              （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

３ 契約の相手方  茨城県龍ケ崎市柏ケ作１０７７番地の４ 

協進・松井特定建設工事共同企業体 

 

代表企業 茨城県龍ケ崎市柏ケ作１０７７番地の４ 

     協進電設株式会社 

     代表取締役  赤塚 仁 

 

構成企業 茨城県龍ケ崎市宮渕町４１番地の２ 

     有限会社松井電気 

     代表取締役  松井 和男 
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議案第２２号 

工事請負契約に関する議決事件の変更について 

令和５年９月１９日に議会の議決を経た工事請負契約について、下記のとおり変更するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第１２号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  令和５～６年度（仮称）新保健福祉施設建設工事（機械設備工事） 

 

２ 契 約 金 額  変更前 １７４，９００，０００円 

              （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

          変更後 １７６，９９０，０００円 

              （消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

３ 契約の相手方  茨城県龍ケ崎市佐貫３丁目１４番９号 

関東・松村特定建設工事共同企業体 

 

代表企業 茨城県龍ケ崎市佐貫３丁目１４番９号 

     株式会社関東エルエンジニアリング 

     代表取締役  金 鉄昊 

 

構成企業 茨城県龍ケ崎市４２２３番地２ 

     有限会社松村設備 

     代表取締役  松村 政幸 
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議案第４１号 

龍ケ崎市教育委員会教育長の任命について 

下記の者を龍ケ崎市教育委員会教育長に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項

の規定により、議会の同意を求める。 

  令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

１ 氏  名  大 古 輝 夫 

 

２ 住  所  龍ケ崎市藤ケ丘７丁目１３番地８ 

 

３ 生年月日  昭和３６年４月２９日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  大
おお

 古
こ

 輝
てる

 夫
お

 

 

２ 略  歴  東洋大学経済学部経済学科卒業 

        龍ケ崎市立龍ケ崎小学校教諭 

        江戸崎町立江戸崎中学校教諭 

        龍ケ崎市教育委員会事務局指導課長補佐 

        稲敷市立江戸崎小学校教頭 

        龍ケ崎市立城ノ内小学校校長 

        茨城県県南教育事務所管理主事 

        茨城県県南教育事務所人事課長 

        茨城県県南教育事務所長 

        龍ケ崎市立馴柴小学校校長 

        龍ケ崎市立龍ケ崎小学校校長 

        龍ケ崎市教育委員会教育長 
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議案第４２号 

龍ケ崎市教育委員会委員の任命について 

下記の者を龍ケ崎市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の

規定により、議会の同意を求める。 

  令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

１ 氏  名  膳 法 亜沙子 

 

２ 住  所  北相馬郡利根町もえぎ野台１丁目２番地３ 

 

３ 生年月日  昭和５８年１２月２７日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  膳
ぜん

 法
ぽう

 亜沙子
あ さ こ

 

 

２ 略  歴  東邦大学理学部生物学科卒業 

        筑波大学大学院体育研究科修士課程修了 

        独立行政法人日本学術振興会特別研究員ＤＣ１ 

        筑波大学大学院人間総合科学研究科３年制博士課程スポーツ医学専攻修了 

        独立行政法人日本学術振興会特別研究員ＰＤ 

        流通経済大学スポーツ健康科学部講師 

        流通経済大学スポーツ健康科学部准教授 

        流通経済大学スポーツ健康科学部教授 

龍ケ崎市教育委員会委員 
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議案第４３号 

龍ケ崎市教育委員会委員の任命について 

下記の者を龍ケ崎市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の

規定により、議会の同意を求める。 

  令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 氏  名  小 林 史 人 

 

２ 住  所  龍ケ崎市佐貫町３１８番地 

 

３ 生年月日  昭和５９年２月１３日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  小
こ

 林
ばやし

 史
ふみ

 人
と

 

 

２ 略  歴  日本大学商学部経営学科卒業 

        三菱地所ハウスネット株式会社勤務 

        有限会社小林ランディック代表取締役 
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議案第４４号 

龍ケ崎市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

下記の者を龍ケ崎市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

１ 氏  名  野 村 泰 円 

 

２ 住  所  龍ケ崎市松ケ丘１丁目１８番地７ 

 

３ 生年月日  昭和３４年１月１５日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  野
の

 村
むら

 泰
たい

 円
えん

 

 

２ 略  歴  東京工学院電気工事科中退 

        株式会社ハウスステーション代表取締役 

        公益社団法人茨城県宅地建物取引業協会牛久・竜ヶ崎支部副支部長 

        龍ケ崎市固定資産評価審査委員会委員 
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議案第４５号 

龍ケ崎市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

下記の者を龍ケ崎市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 氏  名  寺 内 良 征 

 

２ 住  所  龍ケ崎市馴馬町２２９１番地 

 

３ 生年月日  昭和４９年４月２０日 

  



109 

 

（参考資料） 

 

１ 氏  名  寺
てら

 内
うち

 良
よし

 征
ゆき

 

 

２ 略  歴  駿河台大学文化情報学部知識情報学科卒業 

        中央工学校測量科卒業 

        寺内登記測量事務所開設 

        茨城土地家屋調査士会常任理事 

        茨城土地家屋調査士会龍ケ崎支部支部長 

        公益社団法人茨城県公共嘱託登記土地家屋調査士協会理事 

        龍ケ崎市固定資産評価審査委員会委員 
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諮問第１号 

人権擁護委員の推薦について 

下記の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

１ 氏  名  戸 澤 淳 子 

 

２ 住  所  龍ケ崎市南中島町６７番地 

 

３ 生年月日  昭和３１年１１月１日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  戸
と

 澤
ざわ

 淳
じゅん

 子
こ

 

 

２ 略  歴  明治大学商学部商学科卒業 

        戸澤税理士事務所開設 

        ㈳竜ケ崎青年会議所第２４代理事長 

関東信越税理士会竜ケ崎支部長 

        龍ケ崎市固定資産評価審査委員会委員 

龍ケ崎市情報公開・個人情報保護審査会委員 

龍ケ崎市公益法人個人情報保護審査会委員 

龍ケ崎市地方塵芥処理組合監査委員 

        茨城県固定資産評価審議会委員 

        人権擁護委員 
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諮問第２号 

人権擁護委員の推薦について 

下記の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 氏  名  山 中 せつ子 

 

２ 住  所  龍ケ崎市城ノ内２丁目１８番地７ 

 

３ 生年月日  昭和２８年２月２６日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  山
やま

 中
なか

 せつ
せ つ

子
こ

 

 

２ 略  歴  茨城県立竜ケ崎第二高等学校卒業 

        龍ケ崎市健康福祉部こども福祉課青葉荘施設長 

        龍ケ崎市健康福祉部こども課課長補佐 

        龍ケ崎市城ノ内コミュニティセンター副センター長 

        龍ケ崎市男女共同参画推進委員会委員 

        人権擁護委員 
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報告第１号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別冊のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        
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報告第２号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別冊のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        
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報告第３号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        
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別 紙 

                                                              （写） 

処分第１号 

和解に関することについて 

令和６年１１月５日午前８時３０分頃、龍ケ崎市大塚町３５８７番地先の市道第３－３８４号線において、当該道路の舗装部に生じた段差により、

稲敷市に在住の方が所有する軽乗用車のタイヤを破損させた事故に関する損害賠償額の決定及び和解について、特に緊急を要するため議会を招集す

る時間的余裕がないことが明らかであることから、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、これを処分する。 

  令和７年１月９日 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

損害賠償額  金７，８０５円 
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報告第４号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇         
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別 紙 

                                                              （写） 

処分第２号 

和解に関することについて 

令和６年１１月５日午前８時３０分頃、龍ケ崎市大塚町３５８７番地先の市道第３－３８４号線において、当該道路の舗装部に生じた段差により、

稲敷市に在住の方が所有する軽乗用車のタイヤ及びホイールを破損させた事故に関する損害賠償額の決定及び和解について、特に緊急を要するため

議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであることから、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、これを処

分する。 

  令和７年１月９日 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

損害賠償額  金６２，０４０円 
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報告第５号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇  
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別 紙 

                                                              （写） 

処分第３号 

和解に関することについて 

令和６年１１月５日午前９時頃、龍ケ崎市大塚町３５８７番地先の市道第３－３８４号線において、当該道路の舗装部に生じた段差により、稲敷

市に在住の方が所有する軽乗用車のタイヤ及びホイールを破損させた事故に関する損害賠償額の決定及び和解について、特に緊急を要するため議会

を招集する時間的余裕がないことが明らかであることから、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、これを処分す

る。 

  令和７年１月９日 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

損害賠償額  金３９，７９８円 
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報告第６号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        
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別 紙 

                                                              （写） 

処分第４号 

和解に関することについて 

令和６年１２月２２日午後１時頃、龍ケ崎市平台５丁目１２番地３の龍ケ崎市馴馬台コミュニティセンターの駐車場に駐車中の公用車に龍ケ崎市

に在住の方が運転する普通乗用車が接触した事故に関する和解について、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであ

ることから、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、これを処分する。 

  令和７年１月１７日 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        

 

記 

 

和解の内容  相手方が、本件事故により生じた損害の全てを賠償するものとする。 
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報告第７号 

専決処分の報告について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告す 

る。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        
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別 紙 

                                                              （写） 

処分第５号 

和解に関することについて 

令和６年８月２１日午前１０時頃、龍ケ崎市馴馬町３１２０番地の特別養護老人ホームリカステの敷地内において、要介護認定に係る調査の終了

後に帰庁しようとした公用車と同施設に勤務する方が運転する小型乗用車が接触した事故に関する損害賠償額の決定及び和解について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、これを処分する。 

  令和７年１月３１日 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

損害賠償額  金１７５，０００円 
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報告第８号 

専決処分の報告について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告す 

る。 

令和７年２月２７日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇        
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別 紙 

                                                              （写） 

処分第６号 

和解に関することについて 

令和６年１１月２０日午後３時４６分頃、龍ケ崎市３６８０番地１地先の龍ケ崎市役所敷地内において、コミュニティセンターに係る業務の終了

後に龍ケ崎市松葉コミュニティセンターに向かおうとしていた公用車と歩行中の龍ケ崎市在住の方が接触した事故に関する損害賠償額の決定及び

和解について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、これを処分する。 

  令和７年１月３１日 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

損害賠償額  金３５，７００円 
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